


別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－ア－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 生産者、生産者団

体、特用林産協会、
米穀出荷取扱業者
等

農薬流通・販売業者
JA

農薬使用者 計画概要

農薬販売者及び使用
者への立入取締

立入調査、巡回指導
の実施

使用基準の遵守、保
管管理の徹底

記帳、適正販売の実
施、適正使用指導

農薬適正使用基準
の遵守

（農業技術課）
・農薬販売者への立入検査実施
(100件/年)
・使用者（ゴルフ場）への巡回指
導

（農業技術課）
・立入検査　99件（農薬販売者）
・巡回指導　10件（農薬使用者）

2 （農業技術課）
・引き続き実施し、適正
販売及び適正使用の指
導等を行う。

（農業技術課）
・立入検査　100件/年
・巡回指導　30件

★

指導士、ｱﾄ ﾊ゙゙ｲｻﾞー
の認定

ｱﾄ ﾊ゙゙ｲｻﾞーとして記
帳指導、適正使用の
普及

指導士として適正販
売の実施、保管管理
の普及

研修会の実施

適正指針の作成 無登録農薬の排除、
検査の実施

無登録農薬の排除

講習会の実施 農薬適正使用基準
の遵守、生産履歴の
記帳

使用者に対する適
正使用の啓発

ﾎｰﾑﾍ゚ｰｼ 、゙印刷物
等による情報提供・
啓発

農薬散布履歴記帳
運動の推進

農薬適正使用推進
会議への参画

農薬適正使用推進
会議の運営

防除指導と残留農
薬分析の実施

研修会等の開催

非農耕地用除草剤の
販売点検

点検業務の実施 農薬に使用できない
旨の表示の実施

農政事務所 ・農薬登録を受けていない除草
剤の販売者について点検業務の
実施

・農薬販売者に対する点検業務の実施
　　　164店舗

2 ・引き続き実施 ・農薬登録のない除草
剤の取り扱い店舗につ
いては重点的に実施

★

農薬使用状況の調
査・点検

農薬の適正使用と
記帳

生産者に対する適
正使用の指導

農作物の残留農薬
の分析

システムの検討会の開
催

システムの検討 システムの検討 システムの検討

生産段階での体制づく
りの推進

生産履歴等の記帳
指導

生産履歴等の記帳
の推進

・青果物トレーサビリティ推進委
員会の開催
・青果物トレーサビリティシステム
推進方針策定

2 ・トレーサビリティの推進
に対する指導・支援

・農産物の安全・安心確
保対策本部(仮称)への
参画
・先進情報の収集・提供
・補助事業の導入支援

（農業技術課）
・県内主要農産物の残留分析
(9作物､71サンプル､1,946農薬）
・「山梨県病害虫防除基準・農薬適正使
用指針」発行　県版500部､山梨県植物
防疫協会800部
・山梨県農薬適正使用推進協議会にお
いて、適正販売の周知徹底及び廃農
薬・空容器の適正処理について協議

（農政事務所）
・農薬危害防止運動月間（６月）の取組
として、農薬の適正使用にむけたチラシ
等作成し、農薬使用者及び関係機関等
に配布（1万枚）
・講習会の実施　２回（５月13日、10月
27日）

（ＪＡ中央会）
・『山梨県農産物「安全・安心」確保をよ
り強固なものとするために』ＪＡグループ
山梨取り組みの基本的な考え方の作成
(Ｈ16．９月）・周知
・生産履歴記帳運動支援システムの導
入
・研修会の開催
　　①農薬適正使用に関する研修会
　　　　６月25日、60名
　　②生産履歴記帳支援システム導入
研修会
　　　　12月９日、26名
　　　　３月22日、16名
・農薬適正使用注意喚起パンフレットの
作成（平成16年６月）・啓発
・ホーページによる情報提供
・農薬適正使用推進会議の開催
　　　４月12日、７月15日

・農薬使用状況の調査・点検
　　対象農家数　32戸
・残留農薬の分析
　　協力農家数　６戸

・農薬使用状況の調査・点検
　　　　農家数　43戸
・残留農薬分析
　　　　農家数　7戸

・青果物トレーサビリティ推進委員会の
開催
　　３回（９月２日、12月15日、２月10日)
・青果物トレーサビリティシステム推進
方針策定(３月18日）

関係部署取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

（農業技術課）
・山梨県農薬適正推進協議会へ
の参画
・ＪＡグループ農薬適正使用推進
協議会が行う適正使用指導の支
援
・病害虫防除基準・農薬適正使
用指針による適正指導指導

（農政事務所）
・農薬の適正使用にむけた情報
提供・普及啓発
・講習会の実施

（ＪＡ中央会）
・ＪＡグループ山梨「安全・安心へ
の取り組みの基本的な考え方」
作成
・生産履歴記帳運動支援システ
ムの導入
・研修会の開催
・農薬適正使用に関するパンフ
レットの作成
・農家啓発・農薬適正使用推進
会議の開催

2 （農業技術課）
・引き続き、関係機関と
連携を図り、県内農産
物に対する消費者の安
心を確保するため、適正
使用の啓発等の事業を
実施する。

（農政事務所）
・引き続き実施

（ＪＡ中央会）
・引き続き取り組み強化
に向け周知を図るととも
に取り組みの点検を行
う。
・導入システムの効果的
な稼働により生産情報
の管理を行う
・引き続きパンフレットや
ホームページを通じ啓
発に努める
・農薬適正使用推進会
議の開催

2 ・引き続き実施

備考

（農業技術課）
・認定研修会の開催
（各１回）

★

（農業技術課）
・県内主要農産物の残
留農薬分析
・適正使用啓発普及資
料の作成
・各種広報を活用した農
薬の適正使用の啓発、
登録情報の情報提供

（農政事務所）
・チラシ等を作成し、農
薬使用者等に配布
・講習会の実施

（ＪＡ中央会）
・ＪＡ別研修会(各1回）並
びに県域研修会(適宜）
・全組合員に配布可能
な資料
・パンフレットの作成
(70，000枚）
・農薬適正使用推進会
議の開催(残留農薬自
主検査計画・実施・結果
分析）

・農薬使用状況の調査・
点検　63戸
・残留農薬の分析　7戸

Ｈ１６実績

（農業技術課）
・山梨県農薬管理指導士及び農
薬適正使用ｱﾄ ﾊ゙゙ｲｻﾞー認定研修
会の開催

（農業技術課）
・認定研修会の開催(H17.2.21)
　農薬管理指導士　61名（総数562名）､
　農薬適正使用ｱﾄ ﾊ゙゙ｲｻﾞー105名（総数
105名）認定

2

Ｈ１６実施計画
分類

ａ　農薬取締法の遵
守

ｂ　※青果物等でのト
レーサビリティ・シス
テム構築に向けた検
討の推進

農政事務所

農薬管理指導士及び
農薬適正使用アドバイ
ザーの育成

農薬適正使用推進

農産物安全対策

今後の方針
内容

（農業技術課）
・引き続き実施し、地域
及び事業所内での適正
使用指導を推進する。

※県果樹食品流通課

県農業技術課
農政事務所
ＪＡ中央会
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

ｃ　特用林産物の生
産技術研修会の実施

生産技術研修会の実
施

研修の広報・支援 研修の実施
研修の受講

県林業振興課 ・特用林産物生産者を対象とした
品質向上のための研修会を開
催。（県が特用林産協会に委託し
て実施。）

・各地区特用林産協会毎に実施。
　　　６地区

2 ・新たな作業方法を取り
入れた作業体系、品質
管理技術の向上等に関
する研修の実施。

・経営力向上研修２回、
きのこ栽培研修４回

米穀のカドミウム調査 検体の収去、送付 情報提供 情報提供 （農業技術課）
・土壌分析、技術指導・啓発

（農政事務所）
・一般調査　10点

（農業技術課）
・土壌分析　30検体
・技術指導・啓発

（農政事務所）
・一般調査　調査点数27点
このうち、２点が0.4～1.0ｐｐｍを検出

2 （農業技術課）
・技術指導の徹底

（農政事務所）
・引き続き実施

（農業技術課）
・土壌分析、技術指導、
展示圃設置、糊熟期の
籾分析
（農政事務所）
・１６年度調査におい
て、0.4ｐｐｍを超えた２
点については重点調査
とし、一般調査について
は、市町村と協議

米麦の残留農薬調査 情報提供 ・調査の実施
　　　麦類　1点
　　　米穀　13点

・調査の実施
　　麦類1点、米穀13点
　　全点不検出

2 ・引き続き実施 米麦の残留農薬調査

農産物の有害物質実
態調査(ﾀ ｲ゙ｵｷｼﾝ類、
鉛、ﾃ ｵ゙ｷｼﾆﾊ゙ﾚﾉｰﾙ等）

農薬の適正使用指
導

・調査の実施
　　ダイオキシン類　2点
　　特定有害物質　44点

・調査の実施
　　ダイオキシン類2点
　　鉛・デオキシニバレノール等44点

2 ・引き続き実施 農産物の有害物質実態
調査

ｄ　農産物安全性確
認業務の実施

農政事務所

2／33
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－アー（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 畜産農家、生産者団

体等
飼料製造業者、卸・
販売業者、食肉流通
ｾﾝﾀｰ等

計画概要

立入検査の実施 立入調査の実施 飼料の適正使用 適正な飼料製造・販
売

県畜産課 ・農家段階で飼料を収去し肉骨
粉検査を行う。

・飼料の収去・検査の実施
　　安全性検査：50検体
　　　　　　（結果：肉骨粉の混入なし）

2 ・引き続き実施。 ・農家の立入検査を行
い、飼料の収去、肉骨
粉検査を行う。

★

畜産物安全対策業務
の実施

飼料の使用状況等
の調査・点検

飼料の適正使用 農政事務所 ・乳用牛１件、肉用牛１件、採卵
鶏10件、ブロイラー５件に対し調
査票を配布し約２ヶ月間の状況
について調査する。

・乳用牛１件、肉用牛１件、採卵鶏10
件、ブロイラー５件に対し調査票を配布
し調査を行った。

2 ・引き続き実施 ・飼料の使用状況等の
調査・点検の実施
　　乳用牛　２件、肉用
牛　１件、肥育豚　５件

流通飼料対策推進協
議会、流通飼料研究会
の開催

協議会、研究会の開
催

参加 参加 県畜産課 ・流通飼料対策協議会、流通飼
料研究会の開催。

・流通飼料研究会の開催
　　　年４回（５月、11月、１月、３月）
・流通飼料対策協議会の開催
　　　年１回（３月）

2 ・引き続き実施。 ・流通飼料研究会、流通
飼料対策協議会を開催
する。

畜産農家への普及啓
発・指導

普及啓発・指導の実
施

県畜産課 ・巡回指導の実施。 ・巡回指導の実施（全農家　206戸）
　　　年２回
　　　飼料の使用に関する指導、
　　　飼料安全の手引きの配布等

2 ・引き続き実施。 ・全農家への巡回指導
を春、冬の年２回実施す
る

★

ｂ 家畜伝染病予防法
の遵守

指導・検査実施による
伝染病の発生・まん延
防止

指導・検査の実施 発生・まん延防止 県畜産課 ・家畜の疾病検査の実施。 ・牛結核病、牛ブルセラ病、牛ヨーネ病、
馬伝染性貧血、蜜蜂ふそ病の検査の実
施。
　（検査件数：6,873件）
　（伝染病発生回数　６回）

2 ・引き続き実施。 ・地域ごとに各疾病の検
査を行う。

★

ｃ ＨＡＣＣＰの考え方
を取り入れた衛生管
理手法の導入

ＨＡＣＣＰ方式の考え方
を用いた生産衛生管理
の推進

指導の実施 ＨＡＣＣＰ方式の考え
方を用いた生産衛生
管理の実施

県畜産課 ・農家で問題となっている疾病の
汚染状況を把握する。

・農場実態に適した衛生対策及び方針
を作成し、指導した。
（ＨＡＣＣＰ方式のデータ収集：240検体）

2 ・引き続き実施。 ・重要管理点における
定期的な検査を行い衛
生管理方法を検証し改
善する。

★

業者への周知・指導 情報の伝達 適正表示の実施

表示の確認、立入検
査

帳簿への記入

情報の共有化

※牛肉サンプルのＤＮ
Ａ鑑定の実施

サンプルの収集・鑑
定

・サンプル収集、鑑定の実施
　　食肉販売業者に対し、業者の
牛肉トレサ法の周知状況等を勘
案し、年数十回実施

・サンプル収集、鑑定の実施
　　　年32回、79店舗実施

2 ・引き続き実施 ・175点のサンプル収
集、鑑定の実施

※牛肉トレーサビリティ
法に基づく情報管理

立入検査 法律の遵守、届出の
履行

法律の遵守、届出の
履行

・全農家に対して臨時立入検査
を中心に実施

・全農家（265戸）に対し、臨時立入調査
を中心に実施。　届出違反に対しては
口頭で指導しつつ関係機関と連携をと
りながら解消に努めた。

2 ・引き続き実施 ・定期立入検査を中心
に廃業農家を除く全農
家（211戸）に対し指導

※推進会議の開催 推進会議の開催 会議への参加 会議への参加 会議への参加 ・県産食肉トレーサビリティ推進
会議を開催する。

・推進会議の開催（10月、３月） 2 ・引き続き実施。 ・年２回推進会議を開催
する。

※ホームページによる
県産牛肉の生産履歴
情報の公開

助言の実施 生産牛の情報提供 ホームページ運用、
個体識別番号の伝
達

牛肉の情報入手 ・食肉流通センターのホームペー
ジに県産牛肉の１頭毎の詳細な
付加価値情報を公開する。

・１頭毎の情報の公開
　　約8,600件のホームページの閲覧が
あった。

2 ・引き続き実施。 ・県産牛肉ホームページ
の運営を行う。

関係部署 Ｈ１６実績Ｈ１６実施計画 備考

・と畜業者１・卸売業者23・小売業者
291・特定料理提供業者137に対し複数
回実施した。
・法施行後、表示等の伝達方法が不十
分な業者があったため、改善するよう指
導し、確認した。

2 ・引き続き実施 ・特定定料理提供事業
者137に対し確認・指導

今後の方針
内容分類

・全業者に対し、年度を通じて周
知徹底を図ると共に、巡回点検
等により表示状況等の確認・指
導を実施

※農政事務所

※県畜産課

ａ 飼料安全法の遵守

取り組み（事業）

ｄ　※牛肉トレーサビ
リティ法に伴うシステ
ム運用等

※特定牛肉の固体識
別番号の表示

内　容 関　係　者　の　役　割

3／33
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－ア－（ウ）
取り組み（事業） 内　容

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 養殖業者、漁業協同

組合
計画概要

※冷水病等に関する調
査、影響軽減技術の確
立

健全な魚苗育成の
ための調査研究

健全な養殖用種苗
の購入

・天然水域での発生状況調査 ・芦川、常葉川の２河川で調査を行い、
冷水病フリー種苗での発生抑止効果に
ついて検討を行った。

2 ・引き続き発生にいたる
経路を解明するために
実施

・発生経路の試験的確
認

防疫体制の指導 防疫体制の確立

調査研究への協力

健全な魚苗の放流

b 水産物安全対策業
務の実施

水産物安全対策業務
の実施

調査・点検の実施 水産用医薬品の適
正使用、使用状況の
記帳

農政事務所 ・にじます８件、あゆ１件、こい１
件に対し記入簿を配布し、年２回
調査を行う。

・にじます８件、あゆ１件、こい１件に対
し記入簿を配布し、年２回調査を行っ
た。

2 ・引き続き実施 ・にじます８件、あゆ１
件、こい１件に対し記入
簿を配布し、年２回調査
を行う。

関　係　者　の　役　割

※放流用アユ種苗、養
殖用種苗の生産供給

備考
内容分類

Ｈ１６実績 今後の方針

・県内養殖業者の巡回指導
　　実施件数：51業者/全63業者

2 ・引き続き実施 ・県内養殖業者の巡回
指導　63業者（全業者）

Ｈ１６実施計画関係部署

・県内養殖業者の巡回指導

※県花き農水産課ａ ※魚苗供給・試験
指導の充実

4／33
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－ア－（エ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、市町村 生産者、生産者団

体、ｴｺﾌｧｰﾏｰ
認証機関、環境農産
物流通・販売者

計画概要

化学合成農薬、化学肥
料削減計画の策定

計画の策定 削減栽培技術の実
践

化学合成農薬、化学
肥料を削減して栽培
した農産物の流通販
売

化学合成農薬、化学
肥料を削減して栽培
した農産物に対する
理解

・有機性資源利活用マスタープラ
ンの見直し。

・バイオマス利活用マスタープランの作
成（３月）

2 ・引き続き実施 ・持続性の高い農業生
産方式の導入に関する
指針（導入指針）の見直
しを予定

削減栽培技術の開
発

生産者同士での技
術・知識の普及、情
報交換

技術知識の普及 削減栽培の実践支
援

化学合成農薬、化学肥
料削減栽培マニュアル
の策定

マニュアルの策定 ・普及センターにおいて、化学合
成農薬、化学肥料を削減した実
証ほを設置し、マニュアル策定の
ための基礎データを収集。

・実証ほ場の設置
　　　５普及センター９カ所

2 ・引き続き検討 ・５普及センターに９カ所
の実証ほを設置し、マ
ニュアル作成に向け検
討

計画の認定 計画の策定、実践

計画の実践支援

認証基準の策定 認証の取得 審査、調査、認証等
の実施

認証機関の登録・検
査

削減栽培の実践 化学合成農薬、化学
肥料を削減して栽培
した農産物の流通販
売

化学合成農薬、化学
肥料を削減して栽培
した農作物に対する
理解

認証農作物栽培の
指導

環境保全型農業技術
実践のための施設、資
材等への助成

事業の実施・支援 技術の確立 （農業技術課）
・試験研究や普及ｾﾝﾀｰで検討し
た技術を基に、地域の実証ほを
設置、助成を行う。

（農業技術課）
・地域に６カ所の実証ほを設置し、環境
保全型農業の経営実証を実施。うち、２
カ所で産地化された。

2 （農業技術課）
・引き続き実施

（農業技術課）
・４カ所の実証ほを継続
し、新たに２カ所を設置
する。

消費者ニーズに対応し
た農産物生産技術確立

技術・知識の普及 生産者同士での技
術・知識の普及、情
報交換

（農業技術課）
・環境保全型農業産地化推進会
議の開催

（果樹食品流通課）
・エコ農業技術の導入、実践集団
への助成（先進的技術確立支援
事業費補助金：エコ農業実践型）

（農業技術課）
・推進会議の開催
　　第１回　５月31日
　　第２回　２月28日
（果樹食品流通課）
・エコ農業技術の導入によるホウレンソ
ウの産地形成への助成
　　ＪＡ笛吹（芦川村）：１６ａ

2 （農業技術課）
・引き続き実施

（果樹食品流通課）
・エコ農業技術導入によ
る消費者ニーズに対応
した生産への助成
・安全・安心を求める消
費者ニーズに対応した
商品開発への助成

（農業技術課）
・環境保全型農業産地
化推進会議の開催：２
回
（果樹食品流通課）
・エコ農業技術の導入、
実践集団への助成（先
進的技術確立支援事業
費補助金：エコ農業実
践型）

環境にやさしい産地化
の推進

産地化事業への指
導・支援

削減技術の実践・産
地化

（農業技術課）
・試験研究や普及ｾﾝﾀｰで検討し
た技術を基に、地域の実証ほを
設置、助成を行う。

（農業技術課）
・山梨市にモモの25haの実証ほを設
置、産地化の検討

2 （農業技術課）
・引き続き実施

（農業技術課）
・中道町においてナシで
実施。

★

関　係　者　の　役　割

環境農産物の拡大、取
り組み組織の増加

a 減農薬、減化学肥
料の取り組みの推進
（環境保全型農業の
推進）

化学合成農薬、化学肥
料の削減栽培技術開
発の促進及び普及

エコファーマーの認定

取り組み（事業） Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

・関連試験研究成果情報６報
・環境保全型農業推進協議会の開催
　　３月25日
　　環境保全型農業推進のための施肥
管理の指導について検討

2 ・引き続き実施 ・試験研究機関におけ
る削減技術の開発
・協議会等を開催し、環
境保全型農業推進のた
めの方向性の検討

・認定審査会の開催
　　峡中３回、峡東４回、峡南１回、峡北
２回
　　平成16年度末、認定数2,404人

2 ・引き続き実施 ★・普及センターにおける
ｴｺﾌｧｰﾏｰの認定促進及
び認定審査会の開催

・認証委員会
　　開催日：第１回　　10月21日
　　  　　　　 第２回  　３月18日
    認証基準の策定　９品目
・認証機関研修会
　　開催日：２月４日
・認証農産物数　45

2 ・果実等の主要農産物
への認証品目の拡大を
図る。
・県農業まつり等の機会
を通じて、消費者へ制度
のＰＲを図る。

★・認証委員会の開催
　　　認証基準の策定等
・認証機関の育成
　　　認証機関研修会の
開催
・甲斐のこだわり環境農
産物ＰＲ

県果樹食品流通課
県農業技術課

・普及センターにおけるｴｺﾌｧｰﾏｰ
の認定促進。
・認定審査会の開催

・認証委員会の開催
　　　認証基準の策定等
・認証機関の育成
　　　認証機関研修会の開催

県果樹食品流通課

県農業技術課

・試験研究機関における削減技
術の開発
・協議会等を開催し、環境保全型
農業推進のための方向性の検討

Ｈ１６実施計画関係部署

b 環境保全型農業の
産地化支援

（甲斐のこだわり環境
農産物の認証）

内　容
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－イ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県 製造・加工・調理業

者、中小企業者、
（社）山梨県食品衛
生協会、鮨商生活衛
生同業組合

計画概要

監視指導計画の策
定

策定にあたっての県
民からの意見の聴
取

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

食品営業施設等への
監視指導、収去検査の
実施

監視指導、収去検査
の実施

衛生管理の徹底 ・監視指導、収去検査の実施 ・監視指導、収去検査の実施
　  監視回数　予定　 8,621
                     実施　10,743
                      （監視率 124.0%）
　  収去件数（対象：全施設）
　　　　　　　　  予定　1,670
                     実施　1,240
                      （実施率 74.3%)

2 ・引き続き、監視指導、
収去検査の実施

・監視指導・収去検査の
実施
  　収去予定件数1,521
件

★

※検査機器の計画的な
整備

検査機器の整備 ・検査機器の計画的な整備 ・ガスクロマトグラフ、オートサンプラ等
の整備

2 ・引き続き実施 ・検査機器の計画的な
整備

専門的な知識・経験を
有する食品衛生監視員
の養成

食品衛生監視員の
養成

・食品衛生監視員の養成 ・HACCP食品衛生監視員研修２名
・国立保健医療科学院研修１名
・東京都市場検査所研修４名

2 ・引き続き実施 ・食品衛生監視員の養
成

事業者、従業者に対す
る講習会の開催

講習会の開催 講習会への参加、知
識の修得

・事業者・従業者に対する講習会
の開催

・食品衛生講習会等の実施
　147回、参加者 9,020人

2 ・引き続き実施 ・事業者・従業者に対す
る講習会の開催

監視指導 食中毒原因菌等に
汚染されていない畜
産物等の生産

衛生管理の徹底 衛生管理の徹底

食中毒防止のため
の講習会等の実施

講習会等への参加 講習会等への参加

会員、組合員への周
知

食中毒原因菌の食品
汚染調査の実施

調査の実施 仕入れ、販売状況の
把握

・食中毒原因菌の食品汚染調査 2 ・引き続き実施 ・食中毒原因菌の食品
汚染調査

★

食中毒発生時の迅速な
原因究明及び拡大・再
発防止

発生時の調査 調査への協力 調査への協力 ・食中毒発生時の迅速な原因究
明及び拡大・再発防止

2 ・引き続き実施 ・食中毒発生時の迅速
な原因究明及び拡大・
再発防止

・調査の実施
　平成16年食中毒発生件数  5件
　　　　　　　　　　　　患者数　 133人
   (人口10万人当たりの患者数 15.0人)

関　係　者　の　役　割

効率的な監視指導計画
の策定

衛生管理の徹底、衛生
知識の普及啓発

取り組み（事業） 内　容 Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

・平成１７年度食品衛生監視指導計画
の策定（３月29日）
　　全国シェアの上位を占める食品の安
全性確保
　　県内農畜水産食品の安全性確保
　　大規模調理施設及び集団給食施設
への監視指導等
・ホームページ等による意見募集
　　　３月11日～23日　17件の意見

2 ・引き続き、効率的な食
品衛生監視指導計画の
策定を実施

・平成１８年度食品衛生
監視指導計画の策定
・策定にあたっての意見
募集

（衛生薬務課）
・食肉処理等関連施設
　　監視回数　予定 711
　　　　　　　　　実施 646(監視率 90.9%)
・大規模調理施設、集団給食施設
　　監視回数　予定 800
　　　　　　　　　実施 756(監視率 94.5%)
・講習会等の開催
　　97回、参加者 3,791人

（食品衛生協会）
・食品衛生責任者再講習会の開催
　　44回、4,197人受講
・食品衛生指導員867人に対し、14会場
で研修会実施。
　　巡回指導延べ施設数　　20,647
・８月に16会場で懇談会を実施。
　　　421人参加
（鮨商生活衛生同業組合）
・衛生管理ポスターの作成、配布

（甲斐食の匠）
・研修会の開催
　　６月　酸性水の滅菌作用について

2 （衛生薬務課）
・引き続き実施

（食品衛生協会）
・引き続き実施

（鮨商生活衛生同業組
合）
・衛生管理ポスターの作
成、配布
（甲斐食の匠）
・酸性水製造機器の購
入について検討

★（衛生薬務課）
・食品衛生監視指導計
画に基づく監視指導の
実施
・食中毒防止のための
講習会の開催

（食品衛生協会）
・食品衛生責任者再講
習会の開催
・食品衛生巡回指導（食
品衛生指導員）の実施
・食品衛生の日懇談会
の開催

（鮨商生活衛生同業組
合）
・衛生管理ポスターの作
成、配布
（甲斐食の匠）
・酸性水製造機器の購
入について検討

（衛生薬務課）
・食品衛生監視指導計画に基づ
く監視指導の実施
　　食肉処理等関連施設への監
視指導
　　大規模調理施設及び集団給
食施設への監視指導等
・食中毒防止のための講習会の
開催

(食品衛生協会）
・食品衛生責任者再講習会の開
催
・食品衛生巡回指導（食品衛生
指導員）の実施
・食品衛生の日懇談会の開催

（鮨商生活衛生同業組合）
・衛生管理ポスターの作成、配布

（甲斐食の匠協同組合）
・研修会の実施

県衛生薬務課

県衛生薬務課

Ｈ１６実施計画関係部署

・食品衛生監視指導計画の策定
　　全国シェアの上位を占める食
品の安全性確保
　　県内農畜水産食品の安全性
確保
　　大規模調理施設及び集団給
食施設への監視指導等
　
・策定にあたり、ホームページ等
による意見募集の実施

a 食品衛生法の遵守

ｂ 食中毒防止対策
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

c 資金の貸付 商工業振興資金の貸
付

資金の貸付 融資の利用 県商業振興金融課 ・中小企業者の支援のため、設
備資金など事業運営に必要な低
利・長期の資金を融資する。

・４資金16融資
　　融資枠　180億円

2 ・引き続き実施 ・商工業振興資金貸付
　　融資枠　150億円
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－イ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県 給食施設、食材販売

業者、県市町村給食
関係者、学校給食関
係者

計画概要

指導助言の実施 適切な栄養衛生管
理

食材販売業者への
指導

研修会の開催 研修会の実施 研修会の受講 ・栄養・衛生管理講習会の開催 ・栄養・衛生管理講習会の開催
　　５月29日・８月17日１,500名参加

2 ・学校給食の栄養管理・
衛生管理の充実と学校
における食の指導の推
進を目指し、引き続き実
施

・栄養・衛生管理講習会 ★

巡回指導の実施 適切な栄養衛生管
理

食材販売業者への
指導

学校給食用食材点検
の実施

結果についての指
導

点検の実施 ・県立学校における学校給食用
食材点検の実施
・各市町村教育委員会において
実施

・県立学校：５月２校、９月３校実施

・全市町村教育委員会で実施

2 ・引き続き実施 ・県立学校における学
校給食用食材点検の実
施
・各市町村教育委員会
において実施

調理従事者の検便の
実施

結果についての指
導

検査の実施 ・県立学校における学校給食従
事職員の検便の実施
・各市町村教育委員会において
実施

・県立学校：各人毎月２回延べ1,220件
実施
・全市町村教育委員会で実施

2 ・引き続き実施 ・県立学校における学
校給食従事職員の検便
の実施
・各市町村教育委員会
において実施

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

・指定校を中心に27回実施 2 ・新規採用職員校・期間
採用職員配置校を中心
に実施

★約40回実施

（健康増進課）
・指導・助言の実施
　　749施設中240件（32.04％）
　　　全ての施設で適切な栄養管理がさ
れていた。

（衛生薬務課）
・集団給食施設への監視指導
　　監視回数　予定 696
　　　　　　　　　 実施 503(監視率 72.3%)

2 （健康増進課）
・さらに取り組みを推進
していく

（衛生薬務課）
・引き続き実施

★（健康増進課）
・各保健所で40％以上
の指導・助言の実施
各保健所：１～２回特定
給食施設研修会の実施
随時：立入、巡回指導の
実施

（衛生薬務課）
・食品衛生監視指導計
画に基づく監視指導の
実施

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

（健康増進課）
・各保健所で特定給食施設の
30％以上の指導・助言の実施

（衛生薬務課）
・食品衛生監視指導計画に基づ
く監視指導の実施
　　集団給食施設への指導助言
の実施

・指定校を中心に約20回実施

県健康増進課
県衛生薬務課

県スポーツ健康課

Ｈ１６実施計画関係部署

b 学校給食における
安全性の確保

a 特定給食施設等に
対する監視指導の実
施

給食施設への指導

学校給食施設への指
導

8／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－イ－（ウ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県 生産農家 と畜場、食鳥処理場 計画概要

と畜検査の実施 食肉検査の実施 病歴等の報告 衛生管理の実施 ・食肉検査の実施 ・食肉検査の実施
　　牛：7,885頭　とく：136頭
　　馬：455頭　豚：37,185頭
・枝肉の微生物検査の実施
　　牛：144頭　　豚：164頭

2 ・引き続き実施 ・と畜検査の実施
　　46,600件

★

食鳥検査の実施 食鳥検査の実施 ・食鳥検査の実施 ・食鳥検査の実施
　　鶏：3,316,454羽
・鶏と体の微生物検査の実施　84羽

2 ・引き続き実施 ・食鳥検査の実施
　　310万羽

★

食肉処理場への衛生
指導

処理場への衛生指
導

・処理場への衛生指導 ・と畜場、食鳥処理場等への衛生指導
の実施
　　監視回数　予定　711
                    実施　646(監視率　90.9%)

2 ・引き続き実施 ・処理場への衛生指導

検査員の検査技術向
上

技術研修会への職
員の派遣

・技術研修会への職員の派遣 ・食肉・食鳥肉衛生技術研修会
　　13人派遣

2 ・引き続き実施 ・技術研修会への職員
の派遣

検査の実施 病歴等の報告 特定危険部位の排
除、焼却

結果判明まで枝肉
等の処理場外への
持ち出し禁止

（１）－イ－（エ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、農林漁業金融公
庫

製造・加工・調理業
者、（社）食品衛生協
会

計画概要

導入への指導・助
言、技術的支援

システム導入への取
り組み

会員に対する導入
への指導

システムに関する専門
的な知識・技術を有す
る食品衛生監視員の養
成

監視員の養成 ・食品衛生監視員の養成 養成講座への職員の派遣
　　　　　　　２名（埼玉県）

2 ・引き続き実施 ・食品衛生監視員の養
成

ＨＡＣＣＰ法に基づく資
金の貸付

資金の貸付（公庫） 制度の利用 ・食品産業品質管理高度化促進
資金の貸付

・利用実績なし 2 ・引き続き実施 ・食品産業品質管理高
度化促進資金の貸付

取り組み（事業）

ＨＡＣＣＰシステムの考
え方を取り入れた衛生
管理手法の導入

a ＨＡＣＣＰシステムの
考え方を取り入れた
自主管理体制の普及

内　容 関　係　者　の　役　割

関　係　者　の　役　割内　容

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

・スクリーニング検査の実施
　　　　　8,021頭

2 ・引き続き実施 ・スクリーニング検査
　　10,100件（全頭）

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

（衛生薬務課）
・食品衛生講習会等での説明
　　97回、参加者　3,791人
・食品衛生監視員による相談対応、指
導

（食品衛生協会）
・食品衛生責任者取得講習会
　　　６回、1,032人受講
・食品衛生責任者再講習会
　　　44回、4,197人受講
・食品衛生指導員による相談対応、指
導

2 ・引き続き実施 （衛生薬務課）
・各種講習会の開催

（食品衛生協会）
・食品衛生責任者取得
講習及び食品衛生責任
者再講習会時にＨＡＣＣ
Ｐの主旨を説明

Ｈ１６実施計画関係部署

（衛生薬務課）
・各種講習会の開催

（食品衛生協会）
・食品衛生責任者取得講習及び
食品衛生責任者再講習会時にＨ
ＡＣＣＰの主旨を説明

県衛生薬務課

Ｈ１６実施計画関係部署

・全頭対象にスクリーニング検査
の実施

県衛生薬務課

県衛生薬務課

a と畜及び食鳥検査

b ＢＳＥ検査の実施

取り組み（事業）

ＢＳＥ検査の実施

9／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－ウ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、甲府市（中央卸
売市場）

生産農家等 流通・販売業者、卸・
仲卸業者、中小企業
者、（社）県食品衛生
協会

計画概要

監視指導計画の策
定

策定に当たっての県
民からの意見の聴
取

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

※検査機器の計画的な
整備

検査機器の整備 ・検査機器の計画的な整備 ・ガスクロマトグラフ、オートサンプラ等
の整備

2 ・引き続き実施 ・検査機器の計画的な
整備

※専門的な知識・経験
を有する食品衛生監視
員の養成

食品衛生監視員の
養成

・食品衛生監視員の養成 ・HACCP食品衛生監視員研修２名
・国立保健医療科学院研修１名
・東京都市場検査所研修４名

2 ・引き続き実施 ・食品衛生監視員の養
成

販売店等に対する監視
指導、衛生管理の実施

監視指導、収去検査
の実施

衛生管理の徹底 ・監視指導計画に基づく販売店
等に対する監視指導衛生管理の
実施

・販売店等の監視指導、収去検査の実
施
　　監視回数　予定  2,131
                   　 実施 5,047
　　　　　　　　　　　(監視率 236.8%)
　　収去件数（対象　全施設）
　　　　　　　　 　予定　1,670
                      実施　1,240
                         (実施率　74.3%)

2 ・引き続き実施 ・監視指導計画に基づく
販売店等に対する監視
指導衛生管理の実施

★

早朝監視、収去検査
等の実施

衛生管理の徹底

施設、食品の検査の
実施

検体の提出

流通食品の収去検査 収去検査の実施 ・監視指導計画に基づく流通食
品の収去検査

収去検査の実施
　1,240検体実施し、
　　　うち食品衛生法違反５検体

2 ・引き続き実施 ・監視指導計画に基づく
流通食品の収去検査

事業者、従業者に対す
る講習会の開催

講習会の開催 講習会への参加、知
識の修得

（衛生薬務課）
・事業者、従業員に対する講習
会の開催

（甲府市場）
・食品衛生関係の研修会、講習
会の開催

（衛生薬務課）
・食品衛生講習会等の実施
　　147回、参加者 9,020人

（甲府市場）
・食中毒防止等の講習会実施
　　８月18日　参加者　17人

2 （衛生薬務課）
・引き続き実施

（甲府市場）
・引き続き実施
　研修会、講習会への
参加徹底。講師の充実

（衛生薬務課）
・事業者、従業員に対す
る講習会の開催

（甲府市場）
・食品衛生関係の研修
会、講習会の開催

b 農畜水産物の残留
有害物質の検査

・農畜水産物の残留有
害物質の検査

収去検査の実施 農薬等の適正使用 県衛生薬務課 ・監視指導計画に基づく農畜水
産物の残留有害物質の検査

・収去検査の実施
　　残留農薬　予定　170検体
　　　　　　　　　実施　165検体
                       (実施率　97.1%)
　　残留動物用医薬品
　　　　　　　　　予定　85検体
　　　　　　　　　実施　83検体
                       (実施率　97.6%)

2 ・引き続き実施 ・農畜水産物の残留有
害物質の検査

★

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割
内容分類

Ｈ１６実績 今後の方針

（衛生薬務課）
・市場の監視指導
　　監視日数　予定　48
　　　　　　　　 　実施　33(実施率　68.8%)

（甲府市場）
・衛生検査実施
　　６月　卸業者４社、仲卸業者11社
・再検査実施
　　７月　仲卸業者６社
・市場内の巡回指導実施（随時）

2 （衛生薬務）
・引き続き実施

（甲府市場）
・引き続き実施
　　自主衛生検査の実
施
　　巡回指導の強化
　　施設整備計画の策
定

（衛生薬務課）
・監視指導計画に基づく
市場における監視指
導、衛生管理の実施

（甲府市場）
・自主衛生検査の実施
　　検査内容、日数の検
討
・巡回指導の強化
・施設整備計画の策定

・平成１７年度食品衛生監視指導計画
の策定（３月29日）
　　全国シェアの上位を占める食品の安
全性確保
　　県内農畜水産食品の安全性確保
　　大規模調理施設及び集団給食施設
への監視指導等
・ホームページ等による意見募集
　　　３月11日～23日　17件の意見

2 ・引き続き、効率的な食
品衛生監視指導計画の
策定を実施

・平成１８年度食品衛生
監視指導計画の策定
・策定にあたっての意見
募集

・食品衛生監視指導計画の策定
　　全国シェアの上位を占める食
品の安全性確保
　　県内農畜水産食品の安全性
確保
　　大規模調理施設及び集団給
食施設への監視指導等
　
・策定にあたり、ホームページ等
による意見募集の実施

（衛生薬務課）
・監視指導計画に基づく市場にお
ける監視指導、衛生管理の実施

（甲府市場）
・自主衛生監査の実施
　　水産・青果卸売業者の取扱品
の検査
　　水産仲卸業者の器具・設備等
の検査
・早朝の衛生管理の指導・監視
の徹底
・施設改修等の実施

Ｈ１６実施計画関係部署

a 食品衛生法の遵守

市場における監視指
導、衛生管理の実施

※効率的な監視指導計
画の策定

県衛生薬務課

★

備考

10／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

講習会等の開催 講習会等への参加

システム導入への取
り組み

導入指導、技術的支
援

システム導入への取
り組み

会員に対する導入
への指導

d ※資金の貸付 ※商工業振興資金の
貸付

資金の貸付 融資の利用 ※県商業振興金融課 中小企業者の支援のため、設備
資金など事業運営に必要な低
利・長期の資金を融資する。

・４資金１６融資
　　融資枠　180億円

2 ・引き続き実施 ・商工業振興資金貸付
　　融資枠　150億円

・導入のための指導、技
術的支援

・導入のための講習会
等の開催

・導入のための指導、
技術的支援

c ＨＡＣＣＰシステムの
考え方を取り入れた
自主管理体制の普及

（衛生薬務課）
・食品衛生講習会等での説明
　　97回、参加者　3,791人

（食品衛生協会）
・食品衛生責任者取得講習会
　　 ６回、参加者　1,032人
・食品衛生責任者再講習会
　　 44回、参加者　4,197人

2 ・引き続き実施 ★（衛生薬務課）
・導入のための講習会
等の開催

（食品衛生協会）
・食品衛生責任者取得
講習及び食品衛生責任
者再講習会時にＨＡＣＣ
Ｐの主旨を説明

（衛生薬務課）
・食品衛生監視員による相談対応、指
導

（食品衛生協会）
・食品衛生指導員による相談対応、指
導

2 ・引き続き実施

（衛生薬務課）
・導入のための講習会等の開催

（食品衛生協会）
・食品衛生責任者取得講習及び
食品衛生責任者再講習会時にＨ
ＡＣＣＰの主旨を説明

・導入のための指導、技術的支
援

県衛生薬務課

11／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－エ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、市町村 計画概要

消費者を対象とした食
品衛生教室等の開催

食品衛生教室等の
開催

食品衛生教室等へ
の参加

・消費者を対象とした食品衛生教
室等の開催

・食品衛生月間（８月）を中心とした事業
の展開
　食品衛生教室の開催
                        （８月２日、20人）
　食品衛生パネルディスカッションの
                       開催（８月５日、121人）
　その他の消費者等の参加による
　　    懇話会、意見交換会の開催
　　　　　　　　（保健所別、４回、135人）

2 ・引き続き実施 ・消費者を対象とした食
品衛生教室等の開催

★

各種広報媒体を活用し
た普及啓発

普及啓発の実施 食品衛生知識の修
得

・各種広報媒体を活用した普及
啓発

・新聞、テレビ、ラジオを通しての普及啓
発

2 ・引き続き実施 ・各種広報媒体を活用し
た普及啓発

事業者の行う取り扱い
についての注意喚起

売場等での注意喚
起

きのこ鑑定会の開催 広報、同定員の派遣 鑑定会への参加

鑑定会の開催

（１）－オ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国、関係自治体 販売店等 計画概要

監視指導計画の策
定・公表

表示等の確認

監視指導、収去検査

国や関係自治体との連
携による監視強化

連携 ・国や関係自治体との連携 ・輸入食品の違反事例の共有 2 ・引き続き実施 ・国や関係自治体との
連携

b 国への働きかけ 輸入食品の監視、検査
の強化等についての国
への要望等

要望等の実施 県食品安全推進室
県衛生薬務課

・要望活動の実施 ・平成１７年度国の施策及び予算に関
する提案・要望実施
　　平成16年６月、11月

2 ・引き続き実施 ・平成１８年度国の施策
及び予算に関する提
案・要望実施

（１）－カ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県 計画概要

検査機関での業務管理
（ＧＬＰ）の実施

ＧＬＰの実施等 ・検査機関での業務管理(GLP)の
実施

・外部精度管理　１回
・内部精度管理　１回

2 ・引き続き実施 ・検査機関での業務管
理(GLP)の実施

★

ウイルス等遺伝子レベ
ルでの検査手法の研究
及び導入

検査手法の研究、導
入

・検査手法の研究 ・講習会等への参加
（衛生微生物技術協議会研究会）

2 ・引き続き実施 ・検査手法の研究

検査機器の計画的な整
備

検査機器の整備 ・検査機器の計画的な整備 ・ガスクロマトグラフ、オートサンプラ等
の整備

2 ・引き続き実施 ・検査機器の計画的な
整備

Ｈ１６実績

2 ・引き続き実施

・14回実施 2 ・県職員の内部研修に
より、きのこ鑑定能力を
有する人材を育成・増加
させる。

・平成１７年度食品衛生監視指導計画
の策定・公表（３月）
・平成１６年度食品衛生監視指導計画
に基づき、市場、大型量販店等の流通
段階の監視を行い、残留農薬、防ばい
剤の収去検査を実施
　　輸入食品の収去検査
　　　　予定　16検体
         実施　52検体(実施率 325%)

Ｈ１６実績
分類 内容

今後の方針

・鑑定力養成研修（５
日）

・平成１８年度食品衛生
監視指導計画の策定・
公表
・平成１７年度食品衛生
監視指導計画に基づく
監視指導、収去検査の
実施

関　係　者　の　役　割

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

監視指導計画に基づく
収去検査の実施

内　容

関　係　者　の　役　割 Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

備考今後の方針
分類 内容

・食品監視指導計画の策定・公
表
　
・監視指導、収去検査

関係部署 Ｈ１６実施計画

県衛生薬務課

県衛生薬務課

・森林総合研究所が中心となり
各地区主催のきのこ鑑定会に同
定員を派遣。

Ｈ１６実施計画関係部署

県林業振興課

Ｈ１６実施計画

a 検査機関の業務管
理（ＧＬＰ）の充実と効
率的な検査の研究

b きのこ鑑定会の実
施

a 輸入食品の監視指
導及び収去検査

取り組み（事業）

a 県民への食品衛生
知識の普及

取り組み（事業） 内　容

県衛生薬務課

関係部署

★

★

備考

12／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（１）－カ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 畜産農家等、養殖業

者、わさび生産者、
林業協業体、森林組
合、漁業協同組合

計画概要

動物用医薬品の適正な
使用推進

適正使用のための
指導

適正使用の実施 ・医薬品の適正使用のため農家
巡回指導を行う。

・巡回指導の実施
　　出荷された食肉等から薬剤の残留
なし。

2 ・引き続き実施 ・農家巡回指導を行う。 ★

薬剤耐性菌発現状況
の把握

定期的な検査の実
施

検査への協力 ・畜産農家での薬剤耐性菌の検
査を行う。

・薬剤耐性菌の検査
　　　２５件実施（薬剤耐性菌なし）

2 ・引き続き実施 ・農家での検査を行う。 ★

冷水病等に関する調
査、影響軽減技術の確
立

生産養殖衛生管理
の調査研究

健全な養殖用種苗
の購入

・天然水域での発生状況調査 ・芦川、常葉川の２河川で調査を行い、
冷水病フリー種苗での発生抑止効果に
ついて検討を行った。

2 ・引き続き発生にいたる
経路を解明するために
実施

・発生経路の試験的確
認

養殖魚の防疫体制
の指導

防疫体制の確立

（以上、養殖業者）
調査研究への協力

健全な魚苗の放流

（以上、漁業協同組
合）

c 水わさびにおける
無農薬栽培の研究

水わさびにおける無農
薬・省力的な管理方法
の開発

試験研究 実証栽培等への協
力

県林業振興課 ・農薬を使用しない栽培方法の
研究

・苗の周囲に塩ビパイプを敷設し、虫害
を防止する。

2 ・農薬を使わず、効率的
な防除の研究

・H16施行地の経過観測

削減栽培技術の開
発

削減栽培技術の実
践

技術知識の普及 技術・知識の普及、
情報交換

e ※山の幸特産品づ
くり事業

※地域資源を活かした
特用林産物の開発、普
及

山菜(ｳｺｷ ､゙ﾓﾐｼ ｶ゙゙
ｻ、ｳﾜﾊ゙ﾐｿｳ)の栽培
方法の確立

実証栽培 ※県林業振興課 ・栽培環境の整備、販売方法の
検討

・畑地整備、苗植え付け、地元イベント
等での試験販売

2 ・収穫、増殖、新たな加
工法の研究

・簡易な増殖法等の研
修会の実施

（１）－カ－（ウ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 肉用牛農家、青果物

生産者、ＪＡ等
山梨食肉流通ｾﾝ
ﾀｰ、仲卸業者、小売
業者

計画概要

意見交換会の開催 意見交換会の開催 参加 参加 参加 ・意見交換会の開催
・県政出張講座の開催

・意見交換会（食の安全・安心を語る
会）の開催（１２月）
・県政出張講座の開催
　　　３回（７月９日、３月18日、３月26
日）
　　　160人参加

2 ・引き続き実施 ・県政出張講座につい
ては、要望に応じ実施

モデル小売店による生
産履歴の掲示

助言の実施、事業効
果の確認

生産牛の情報提供 牛肉の生産履歴記
載ﾊ゚ﾈﾙの発行、掲
示

牛肉の情報入手 ・小売店で県産牛肉の生産履歴
を掲示する。

・小売店31店に県産牛肉547頭の生産
履歴パネル1,436枚を配布した。

2 ・引き続き実施 ・引き続き県産牛の生
産履歴を掲示

★

※システムの検討会の
開催

システムの検討 システムの検討 システムの検討 県産青果物の購入

※生産段階での体制づ
くりの推進

生産履歴等の記帳
指導

生産履歴等の記帳
の推進

・青果物トレーサビリティ推進委
員会の開催
・青果物トレーサビリティシステム
推進方針策定

今後の方針

2 ・トレーサビリティの推進
に対する指導・支援

関　係　者　の　役　割

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

放流用アユ種苗、養殖
用種苗の生産供給

内　容

・引き続き実施 ★・県内養殖業者の巡回
指導　63業者（全業者）

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

Ｈ１６実績
分類 内容

・青果物トレーサビリティ推進委員会の
開催
　　３回（９月２日、12月15日、２月10日)
・青果物トレーサビリティシステム推進
方針策定(３月18日）

・試験研究機関におけ
る削減技術の開発
・協議会等を開催し、環
境保全型農業推進のた
めの方向性の検討

・農産物の安全・安心確
保対策本部(仮称)への
参画
・先進情報の収集・提供
・補助事業の導入支援

・引き続き継続

Ｈ１６実施計画

・県内養殖業者の巡回指導

・試験研究機関における削減技
術の開発
・協議会等を開催し、環境保全型
農業推進のための方向性の検討

・関連試験研究成果情報６報
・環境保全型農業推進協議会の開催
　　３月25日
　　環境保全型農業推進のための施肥
管理の指導について検討

2

・県内養殖業者の巡回指導
　　実施件数：51業者/全63業者
・健全な種苗の供給
　　供給　4.7トン、需要　7.7トン

2

県畜産課

関係部署 Ｈ１６実施計画

a 畜産物の生産のた
めの調査研究の推進

取り組み（事業）

※県果樹食品流通課b ※青果物等でのト
レーサビリティ・シス
テム構築に向けた検
討の推進

a 牛肉トレーサビリ
ティ・システム確立の
ための調査研究の推
進

b 魚苗供給・試験指
導の充実

d ※減農薬、減化学
肥料の取り組みの推
進

※化学合成農薬、化学
肥料の削減栽培技術
開発の促進及び普及

県畜産課

関係部署

県花き農水産課

※県農業技術課

備考

13／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（２）－ア－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 販売を行う生産者、

ＪＡ中央会
製造・加工、販売業
者、認定機関、認定
事業者

一般消費者、食品表
示ウォッチャー

計画概要

監視指導、相談対応 適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

生産者、従業者への
法令・表示方法の周
知徹底

※事業者、従事者に対
する講習会の開催

講習会の開催 講習会への参加、従
業員への研修の実
施

講習会への参加、従
業員への研修の実
施

・事業者・従業者に対する講習会
の開催

・食品衛生講習会等の実施
　　147回、参加者 9,020人

2 ・引き続き実施 ・事業者・従業者に対す
る講習会の開催

監視指導、相談対応 適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

生産者、従業者への
法令・表示方法の周
知徹底

表示根拠の追跡、確
認

適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

ＤＮＡ分析等科学的
手法による判別調査
の実施

正しい表示への誘導認定（栽培）基準に
基づく生産

審査・調査・認定・格
付等の実施

不適正表示の発見、
県への情報提供

表示の確認・指導

監視指導、相談対応 適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

生産者、従業者への
法令・表示方法の周
知徹底

・監視指導、相談対応の実施 ・引き続き実施2

Ｈ１６実績
分類

・監視指導、相談対応

内容

（食品安全推進室）
・電話、窓口での表示相談、指導の実
施
・店舗での調査・指導の実施

（農政事務所）
・生鮮食品の表示調査（小売店舗）
     363店舗（表示適正率70％）
　   不適正な表示が見られた店舗に対
し、口頭による指導、啓発を行った。
・生鮮食品の表示調査（中間流通業者）
     11事業者（表示適正率100％）

（ＪＡ中央会）
・適正表示、法令内容についての研修
会の実施
　　　12月20日、57名
・啓発資料による周知の徹底

2 （食品安全推進室）
・引き続き、調査・指導を
実施し、一層の適正表
示を図っていく。

（農政事務所）
・引き続き、調査を実
施。より一層の表示の
適正化を図るため、真
正性の確認・流通段階
への遡及調査等拡充を
図っていく。

（ＪＡ中央会）
・引き続き実施
　　研修会の開催
　　生産者等への啓発

（食品安全推進室）
・電話、窓口での相談対
応、指導の実施
・店舗調査の実施

（農政事務所）
・生鮮食品の表示調査
　小売店舗　　312店舗
　中間流通業者　37事
業者

（ＪＡ中央会）
・研修会(ＪＡ営農指導
員、販売担当者対象）
・関係資料の作成

・特別調査の実施（年４回）
　①「養殖」表示に関する特別調査
　②「無農薬」等表示に関する特別調査
　③平成１６年産銘柄米の特別調査
　④「そば（加工品）」の表示に関する特
別調査
　　　　店舗調査 135店舗、
　　　　追跡調査 44業者、
　　　　ＤＮＡ分析等 18点。
　　不適正な表示が見られた９業者に対
し、口頭指導、文書による啓発・指導を
実施した。
　　ＤＮＡ分析等により疑義の生じた３業
者に対し、任意調査を実施したが、不適
正は確認されなかった。

2 ・引き続き実施
　原産地等表示と表示
根拠の確認、追跡調査
及びＤＮＡ分析等科学的
手法による判別調査を
実施し、より一層の表示
の適正化を図る。

・年４回実施

・指定農林物資店頭調査（79店舗）
　不適正表示の見受けられた業者（１店
舗）に対し、文書指導・改善確認調査を
行った。
・認定生産行程管理者調査（２件）
　適正な運営であることを確認した。

2 ・小売店舗等の表示調
査から遡及し、
　①流通事業者への表
示根拠の確認調査、
　②生産事業者への生
産行程管理の確認調査
を実施し、
　指導監視の充実強化
を図っていく。
　また、有機畜産物のＪ
ＡＳ規格についての、普
及促進を図っていく。

・指定農林物資店頭調
査
100店舗（見込み）
・認定生産行程管理者
調査
４事業者（見込み）

・食品に関する対応
　　　苦情相談件数：16件
　　　助言件数：15件
　　　事業者指導件数：１件

2 ・引き続き実施 ・消費者及び事業者か
らの苦情・相談対応

・食品の原産地等表示と表示根
拠の確認、追跡調査及びDNA分
析等科学的手法による判別調査
を、生鮮食品と加工食品の中か
ら品目を選定し、年４回以上実施

・有機ＪＡＳマーク品の表示調査
を、生鮮食品の表示調査と併行
して実施
・認定された生産行程管理者へ
モニタリング調査を実施、また、
制度の普及・啓発を実施

・監視指導、相談対応

・消費者からの苦情、事業者から
の事前相談対応

（食品安全推進室）
・表示の調査・指導の実施

（農政事務所）
・生鮮食品の表示調査の実施
　　小売店舗　　　　296店舗
　　中間流通業者　10事業者

（ＪＡ中央会）
・適正表示の実施
・生産者、ＪＡ営農指導員、販売
担当者に対し法令・表示方法の
周知徹底

今後の方針Ｈ１６実施計画

b ＪＡＳ法に基づく食
品表示の指導

c 景品表示法に基づ
く食品表示の指導

表示の調査指導、相談
対応

表示実態特別調査の
実施

有機ＪＡＳ規格制度の
普及促進

表示の指導、相談対応

県食品安全推進室
農政事務所
ＪＡ中央会

県衛生薬務課a 食品衛生法に基づ
く食品表示の指導

表示に関する指導啓
発、相談対応

関係部署取り組み（事業） 関　係　者　の　役　割内　容

農政事務所

農政事務所

県県民生活課

備考

14／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

調査の実施 適正表示の実施 適正表示の実施

法令・表示方法の周
知徹底

情報の共有化 認定（栽培）基準に
基づく生産

適正表示の実施

普及啓発

・広域食品表示合同調査
　　年４回、89店舗実施
　　　６月24，25　　22店舗
　　　９月16，17　　22店舗
　　  12月９，10　　23店舗
　　　３月10，11　　22店舗
　　食品適正表示実施率　４０．４％
・地域食品表示合同調査
    ５振興局延べ16回　89店舗実施
・不適正な表示の見られた施設に対し
ては、改善するようその場で口頭指導し
た。

2 ・引き続き、調査を実施
し、一層の適正表示を
図る。

★・広域調査
　　年４回約90店舗
・地域調査
　　各振興局年４回程度

・「無農薬」等表示に関する特別調査の
結果に基づき、「農薬不使用」等の表示
の生産事業者（22事業者）への表示根
拠確認を実施した。
 　その結果、ガイドライン制度に不適正
であった２事業者に、文書による指導、
改善確認を実施した。
・農産物直売所等を中心（83事業者）
に、適正表示の指導、制度の普及・啓
発を実施した。

2 ・小売店舗等の表示調
査から遡及し、
　①流通事業者への表
示根拠の確認調査、
　②生産事業者への表
示根拠の確認調査
を実施し、指導監視の
充実強化を図っていく。
　また、引き続き、ガイド
ライン制度の普及を図っ
ていく。

・生鮮食品の表示調査
の表示状況に基づき、
流通事業者・生産事業
者に対し、遡及調査を
実施。

・本庁で行う広域食品表示合同
調査、各地域振興局で行う地域
食品表示合同調査の実施。
・広域食品表示合同調査
　　年４回　約90店舗
・地域食品表示合同調査
　　地域に実情にあわせ、年数回
実施

・農林水産省による特別栽培農
産物の表示ガイドライン制度の
普及、適正表示の啓発及び店舗
における表示状況の確認。
・「農薬不使用」等の表示に係る
表示根拠の確認を生鮮食品の表
示調査と併行実施。

県食品安全推進室

農政事務所

d 食品表示合同調査
の実施

合同調査の実施

特別栽培農産物表示ガ
イドラインの普及啓発

e 特別栽培農産物表
示ガイドラインの普及
啓発

15／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（２）－ア－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 販売を行う生産者 製造・加工、販売業

者
一般消費者、食品表
示ウォッチャー

計画概要

a 食品表示ウォッ
チャーの設置

食品表示ウォッチャー
の設置

ウォッチャーの委
嘱、研修会の実施

適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

県食品安全推進室 ・食品表示ウォッチャーの委嘱
　　　全市町村　140人
・研修会の実施
・ウォッチャーから県への報告

・全市町村140人に委嘱
　　５月10日委嘱
　　市町村推薦 100人　公募40人
・研修会の実施
　　１回目：５月10日
　　２回目：10月13、20、27日
・ウォッチャーからの報告（３ヶ月に１回）
　　延べ　6,093件
　　不適正表示の報告については、食
品販売店等に対し指導を行った。

2 ・引き続き実施 ・全市町村 128人に
　　委嘱（市町村推薦
　　88人、公募40人）
・研修会の実施
・ウォッチャーからの
　報告徴収

★

食品表示１１０番の設
置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ・食品表示１１０番を設置し、消費
者・事業者及び生産者からの情
報・問い合わせに迅速に対応す
る。

・受付件数　169件
　　うち、疑義案件10件（任意調査と指
導を行い、全てについて改善が行われ
た。）

2 ・引き続き実施 ・食品表示制度の継続
的な見直しに対応して、
消費者・事業者及び生
産者から広く食品の表
示についての情報提供
を受ける。
　　　200件（見込み）
・寄せられた疑義情報
に迅速に対応する。

※消費者の部屋設置・
運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ・イベント参加時に、消費者相談
窓口を設置し、消費者相談窓口
のＰＲ・啓発を行う

設置回数　12回 2 ・引き続き実施 ・イベント参加の際設置

※食品安全１１０番の
設置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ※県食品安全推進室 ・食品安全１１０番による相談・情
報の随時受付
　受付時間
　　平日（年末年始を除く）
　　　　午前８時３０分～午後５時

・受付件数　86件（消費者22件、食品関
連事業者53件、その他11件）
　 表示に関する問合わせ　 　　　64件
　 食品の安全性　〃　　　 　 　　　3件
　 表示違反に関する情報提供　11件
　 その他　             　           　　　8件

2 ・引き続き実施 ・食品安全１１０番によ
る相談・情報の随時受
付
　受付時間　平日（年末
年始を除く）
　　　午前８時３０分～
　　　　　　　　　午後５時

（２）－ア－（ウ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 販売を行う生産者 計画概要

表示についての意識調
査の実施

意識調査の実施 意見の提出 意見の提出 意見の提出 ・アンケート結果の集計、公表 （・アンケート調査の実施（H16.1)
     　　  回答者数　391名
　　　　　回収率　　　84.3％）
・結果の集計、ホームページ等による公
表

2 ・必要に応じ実施 ・必要に応じ実施

やさしくわかりやすい表
示の検討

表示の検討 ・やさしくわかりやすい表示の検
討

・国への制度要望
・山梨県食品安全会議からの意見聴取

2 ・引き続き実施 ・国への要望
・意見交換会等の開催

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針Ｈ１６実施計画

関係部署 Ｈ１６実施計画

関係部署

b 食品表示１１０番等
の設置・運営

a 消費者にやさしくわ
かりやすい表示のあ
り方の検討

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

農政事務所

県食品安全推進室

16／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（２）－イ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 青果物等の生産者、

ＪＡ
製造・加工、流通・販
売業者・団体

一般消費者 計画概要

検討会の開催 検討への参加 検討への参加 県産青果物の購入

生産情報の記帳等
指導

生産情報の記帳

記帳運動の展開

普及啓発 入力記帳 入力記帳運動の展
開

入力記帳運動の展
開

周知徹底、啓発 導入への取り組み 導入への取り組み システムの理解

導入への支援

（２）－イ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 畜産農家 山梨食肉流通セン

ター、仲卸業者、小
売業者、特定料理提
供者

計画概要

業者への周知・指導 情報の伝達 適正表示の実施

表示の確認、立入検
査

帳簿への記入

情報の共有化

牛肉サンプルのＤＮＡ
鑑定の実施

サンプルの収集・鑑
定

・サンプル収集、鑑定の実施
　　食肉販売業者に対し、業者の
牛肉トレサ法の周知状況等を勘
案し、年数十回実施

・サンプル収集、鑑定の実施
　　　年32回、79店舗実施

2 ・引き続き実施 ・175点のサンプル収
集、鑑定の実施

牛肉トレーサビリティ法
に基づく情報管理

立入検査 法律の遵守、届出の
履行

法律の遵守、届出の
履行

・全農家に対して臨時立入検査
を中心に実施

・全農家（265戸）に対し、臨時立入調査
を中心に実施。　届出違反に対しては
口頭で指導しつつ関係機関と連携をと
りながら解消に努めた。

2 ・引き続き実施 ・定期立入検査を中心
に全農家（211戸）に対
し指導

推進会議の開催 推進会議の開催 会議への参加 会議への参加 会議への参加 ・県産食肉トレーサビリティ推進
会議の開催

・推進会議の開催（10月、３月） 2 ・引き続き実施 ・年２回推進会議を開催

ホームページによる県
産牛肉の生産履歴情
報の公開

助言の実施 生産牛の情報提供 ホームページ運用、
個体識別番号の伝
達

牛肉の情報入手 ・食肉流通センターのホームペー
ジに県産牛肉の１頭毎の詳細な
付加価値情報を公開

・１頭毎の情報の公開
　　約8,600件のホームページの閲覧が
あった。

2 ・引き続き実施 ・県産牛肉ホームページ
の運営を行う

★

周知徹底、啓発 導入への取り組み 導入への取り組み システムの理解

導入への支援

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

・青果物トレーサビリティ推進委員会の
開催
　　３回（９月２日、12月15日、２月10日)
・青果物トレーサビリティシステム推進
方針策定(３月18日）

2 ・トレーサビリティの推進
に対する指導・支援

・農産物の安全・安心確
保対策本部(仮称)への
参画
・先進情報の収集・提供
・補助事業の導入支援

・生産情報等発信技術研修会の開催
　　２回（11月30日、１月18日）
・青果ネットカタログ延べ登録件数
　　44件

2 ・青果ネットカタログ登録
に向けた普及啓発

★・青果ネットカタログ登
録に向けた普及啓発

・５生産者団体、２事業者に対し、事業
内容の普及、啓発を実施。
・県主催の説明会において、事業内容
の周知を行った。

2 ・引き続き実施
ユビキタス食の安全・安
心システムへの取組

・事業内容の普及、啓発

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

・と畜業者１・卸売業者23・小売業者
291・特定料理提供業者137に対し複数
回実施した。
・法施行後、表示等の伝達方法が不十
分な業者があったため、改善するよう指
導し、確認した。

2 ・引き続き実施 ・特定料理提供事業者
137に対し確認・指導

・５生産者団体、２事業者に対し、事業
内容の普及、啓発を実施。
・県主催の説明会において、事業内容
の周知を行った。

2 ・引き続き実施
ユビキタス食の安全・安
心システムへの取組

・事業内容の普及、啓発

・全業者に対し周知徹底を図ると
共に、巡回点検等により表示状
況等の確認・指導を実施

・事業内容の普及、啓発
・食品の生産・加工・流通・販売
段階における導入支援

※農政事務所

・青果物トレーサビリティ推進委
員会の開催
・青果物トレーサビリティシステム
推進方針策定

・生産情報等発信技術研修会の
開催
・青果ネットカタログ登録拡大

・事業内容の普及、啓発
・食品の生産・加工・流通・販売
段階における導入支援

関係部署 Ｈ１６実施計画

県果樹食品流通課

関係部署 Ｈ１６実施計画

県畜産課

ｂ トレーサビリティ・シ
ステム導入の促進

a 牛肉トレーサビリ
ティ法に伴うシステム
運用等

a 青果物等でのトレー
サビリティ・システム
構築に向けた検討の
推進

牛肉の個体識別番号
の表示

取り組み（事業） 内　容

※システム導入に向け
ての周知徹底の実施

b ※トレーサビリティ・
システム導入の促進

システムづくりの検討

青果ネットカタログ等の
試行

取り組み（事業） 内　容

関　係　者　の　役　割

関　係　者　の　役　割

システム導入に向けて
の周知徹底の実施

農政事務所

農政事務所

17／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（２）－ウ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国、市町村 販売を行う生産者 一般消費者、消費生

活ﾓﾆﾀｰ
計画概要

国や自治体と連携した
情報の把握、内容分析
の実施

情報の収集・蓄積・
分析

情報の提供 情報の提供 情報の提供 ・国や都道府県ホームページの
確認
・全国食品安全自治ネットワーク
への参加

・国や都道府県のホームページからの
情報収集、内容分析
・全国食品安全自治ネットワーク会議で
の意見、情報交換
　

2 ・引き続き実施 ・国や都道府県ホーム
ページの確認
・全国食品安全自治
ネットワークへの参加

県内関係者による情報
ネットワーク化の推進

ネットワーク等の構
築、参加

ネットワーク等の構
築、参加

ネットワーク等の構
築、参加

ネットワーク等の構
築、参加

・食の安全・安心情報ネットワー
クの試行実施

・県庁ホームページのバリアフリー化等
により未実施

2 ・引き続き実施 ・食の安全・安心情報
ネットワークの試行実施

市町村ネットワーク等
による情報交換の推進

ネットワーク等の構
築、参加

・市町村情報ネットワークの構築 ・市町村情報ネットワーク会議
　　　期日　６月29日
　　　場所　ぴゅあ総合大研修室

・ネットワークによる情報の交流
・メール配信等による情報提供

2 ・引き続き実施 ・市町村情報ネットワー
クの構築

モニターの委嘱、

研修会等の実施 研修会等への出席

アンケート、意見、要
望等の取りまとめ

アンケート調査への
回答、意見・要望等
の提出

※食品安全１１０番の
設置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ※県食品安全推進室 ・食品安全１１０番による相談・情
報の随時受付
　受付時間
　　平日（年末年始を除く）
　　　　午前８時３０分～午後５時

・受付件数　86件（消費者22件、食品関
連事業者53件、その他11件）
　 表示に関する問合わせ　 　　　64件
　 食品の安全性　〃　　　 　 　　　3件
　 表示違反に関する情報提供　11件
　 その他　             　           　　 8件

2 ・引き続き実施 ・食品安全１１０番によ
る相談・情報の随時受
付
　受付時間　平日（年末
年始を除く）
　　　午前８時３０分～
　　　　　　　　　午後５時

※消費者の部屋の設
置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ※農政事務所 ・イベント参加時に、消費者相談
窓口を設置し、消費者相談窓口
のＰＲ・啓蒙を行う

設置回数　12回 2 ・引き続き実施 ・イベント参加の際設置

食料品消費モニターの
設置

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

・モニターの委嘱（４月15日、20人）
・定期調査（４回）・特別調査（１回）の実
施
・全国モニター懇談会（１月20日）、関東
ブロックモニター懇談会（３月28日）への
参加

・引き続き実施2 ・モニターの委嘱
・定期調査（４回）、特別
調査（指示があった時）
の実施
・研修会等の実施

関係部署 Ｈ１６実施計画

・モニターの委嘱
・定期調査・特別調査の実施
・研修会等の実施

農政事務所

c ※食品安全１１０番
等の設置・運営

b 食料品消費モニ
ターの設置

関　係　者　の　役　割

a 情報の収集・蓄積・
内容分析

内　容取り組み（事業）

県食品安全推進室

18／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（２）－ウ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 全ての生産者 全ての事業者 全ての消費者 計画概要

ホームページによる情
報提供

情報の提供 情報の発信・収集 情報の発信・収集 情報の収集 県食品安全推進室
農政事務所
統計・情報センター

(食品安全推進室）
・ホームページの作成、更新

（農政事務所、統計・情報セ）
・農林水産行政及び食の安全・
安心の情報提供

（食品安全推進室）
・食品安全推進室のホームページへの
アクセス件数　　　　　約7,500件
（農政事務所等）
・農政事務所ホームページの充実

2 （食品安全推進室）
・引き続き実施

（農政事務所等）
・引き続き実施
適時、適切な情報の提
供

（食品安全推進室）
・ホームページの更新

（農政事務所等）
・消費者相談内容・消費
者の部屋紹介の掲載、
本省消費者の部屋への
リンク

★

メールマガジンによる
情報の配信

農政事務所 ・農林水産行政及び食の安全・
安心の情報提供

・農林水産省「食の安全・安心トピック
ス」の配信。
　　　配信登録団体　121団体
　　　対面及びＦＡＸによる団体 22団体

2 ・引き続き実施
適時、適切な情報の提
供

・農林水産行政及び食
の安全・安心の情報提
供

広報媒体（ﾃﾚﾋ゙、ﾗｼ ｵ゙、
県広報誌等）による情
報提供

県食品安全推進室 ・広報媒体への情報提供、出演 ・Ｉ　ＬＯＶＥ　山梨（ＹＢＳラジオ）
　「食の安全を考える」（８月21日）
・Ｉｔ’ｓ　山梨（ＵＴＹ）
　「安心して美味しいものを食べたい！」
（９月25日）
・県政番組（ＣＡＴＶ）
　「食の安全を考えよう」（９月25日）

2 ・引き続き実施 ・広報媒体への情報提
供

情報誌による情報提供 県食品安全推進室
農政事務所

（食品安全推進室）
・かいじ号の発行（年６回）

（農政事務所）
・農林水産行政及び食の安全・
安心の情報提供

（食品安全推進室）
・消費生活情報誌「かいじ号」を年６回
発行
　５月：農薬適正使用の取り組みなど
　７月：食中毒防止など
　９月：地産地消など
　11月：牛肉のﾄﾚｰｻﾋ゙ﾘﾃｨｼｽﾃﾑなど
　１月：ごはんの豆知識など
　３月：食品表示（生鮮食品）など
（農政事務所）
・「甲斐らんばん」「食品動向だより」の
発行（毎月）

2 （食品安全推進室）
・引き続き発行

（農政事務所）
・引き続き実施
適時、適切な情報提供

（食品安全推進室）
・かいじ号の発行（年６
回）

（農政事務所）
・甲斐らんばん、食品動
向だよりの発行（毎月）

生産者、事業者による
情報発信の促進

県食品安全推進室 ・食の安全・安心情報ネットワー
クの試行実施

・県庁ホームページのバリアフリー化等
により未実施

2 ・引き続き実施 ・食の安全・安心情報
ネットワークの試行実施

計画の策定、公表

策定にあたっての県
民からの意見聴取

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

監視指導結果の公
表

b 食品衛生監視指導
計画の公表

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

a 消費者等への情報
提供

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

・平成１７年度食品衛生監視指導計画
の策定・公表
・ホームページ等による意見募集
　（３月11日～23日　17意見）
（・平成１６年度監視指導結果は平成１
７年度に公表）

2 ・引き続き実施 ・平成１８年度食品衛生
監視指導計画の策定、
意見募集及び公表
・平成１６年度食品衛生
監視指導結果の公表

関係部署 Ｈ１６実施計画

・食品衛生監視指導計画の策
定、意見募集及び公表

県衛生薬務課食品衛生監視指導計
画の策定及び公表
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（２）－エ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国、市町村 全ての消費者、消費

生活相談員
計画概要

a 食品安全１１０番の
設置・運営

食品安全１１０番の設
置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報提供 相談・情報提供 相談・情報提供 県食品安全推進室 ・食品安全１１０番による相談・情
報の随時受付
　受付時間
　　平日（年末年始を除く）
　　　　午前８時３０分～午後５時

・受付件数　86件（消費者22件、食品関
連事業者53件、その他11件）
　 表示に関する問合わせ　 　　　64件
　 食品の安全性　〃　　　 　 　　　 3件
　 表示違反に関する情報提供　11件
　 その他　             　           　　 8件

2 ・引き続き実施 ・食品安全１１０番によ
る相談・情報の随時受
付
　受付時間　平日（年末
年始を除く）
　　　午前８時３０分～
　　　　　　　　　午後５時

★

b 消費生活相談員の
活用促進

消費生活相談員の活
用促進

消費生活相談員の
運営

相談に対する対応 県食品安全推進室 ・行動計画の周知、協力依頼 ・行動計画の説明実施
　　４月15日　ぴゅあ総合
　　（消費生活相談員　全市町村120人）

2 ・引き続き実施 ・食品表示について説
明、協力依頼

★

ホームページによる相
談の受付

相談等の受付・情報
の提供

相談 相談 相談 ・相談等の受付 ・問合わせ　１件
・アンケート　２件
・意見・要望等　１件

2 ・引き続き実施 ・相談等の受け付け ★

各種イベントに窓口を
設置し、相談や情報提
供の対応

（農政事務所）
・イベント参加時に、消費者相談
窓口を設置し、消費者相談窓口
のＰＲ・啓蒙を行う

（農政事務所）
・設置回数　12回

2 ・引き続き実施 ・各種イベントでの窓口
の設置

★

関係機関での相談の受
付、苦情への対応

県消費生活センター
各保健所

（消費生活セ）
・食品に関する相談受付、苦情
対応
（各保健所）
保健所での相談、苦情への対応

（消費生活セ）
・食品に関する依頼ﾃｽﾄ：０件
・食品に関する相談：131件
（各保健所）
・保健所での相談、苦情への対応の実
施

2 （消費生活セ）
・引き続き実施

（各保健所）
・引き続き実施

（消費生活セ）
・食品に関する相談受
付、苦情対応
（各保健所）
・保健所での相談、苦情
への対応

消費者相談担当者の
設置

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ・表示１１０番窓口・牛トレ１１０番
窓口の開設、情報・相談の受付

・窓口の開設、相談等の受付
　　　相談件数・・210件
　　　一般相談件数・・66件
　　　表示関係件数・・144件

2 ・引き続き実施
本省指示による相談窓
口の拡充

・消費者相談等窓口設
置のＰＲ・啓蒙

移動消費者の部屋の
設置・運営

・イベント参加時に、消費者相談
窓口を設置し、消費者相談窓口
のＰＲ・啓蒙を行う

・設置回数　12回 2 ・引き続き実施 ・各種イベントでの窓口
の設置

関　係　者　の　役　割 Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針Ｈ１６実施計画

県食品安全推進室

内　容

d 消費者の部屋の設
置・運営

c 食品の安全・安心
に関する相談の受
付・対応

取り組み（事業）

農政事務所

関係部署

20／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（２）－オ－（ア）
備考

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、市町村 一般消費者、消費者

団体
計画概要

食の安全・安心を考え
るフォーラムの開催

フォーラムの開催 フォーラムへの参加 フォーラムへの参加 フォーラムへの参加 ・フォーラムの開催
　　年１回
　　対象者：
　　　消費者、食品関連事業者等
　　　約300名

・フォーラムの開催
　　日　時：平成17年２月23日（水）
　　　　　　　午後１：30～４：30
　　場　所：県立文学館講堂
　　テーマ：「生産から消費に至る
　　　　　　　　　　安全と信頼の確保」
　　内　容：基調講演
　　　　　　　　徳島大学教授　関澤純  氏
　  　　      パネルディスカッション
　　　　　　　　県内消費者、食品関連事
業者
　　参加人数：200名

2 ・引き続き実施 ・年１回開催
・対象者：
　　消費者、
　　食品関連事業者等
　　約300名

★

食の安全・安心推進月
間街頭キャンペーンの
実施

街頭キャンペーンの
実施

・街頭キャンペーンの実施
・啓発用懸垂幕の設置

・街頭キャンペーンの実施
　９月７日：アピタ田富店において啓発
物品の配布
・啓発用懸垂幕の設置
　９月中：甲府ステーションビル（エクラ
ン）

2 ・引き続き実施 ・街頭キャンペーンの実
施
・啓発用懸垂幕の設置

普及・啓発の実施

イベントへの参加

研修会の開催 研修会への参加 研修会への参加 研修会への参加

研修会への参加

情報提供 情報提供 情報提供 消費者の集い等の
開催

研修会等への参加

団体等が開催する勉強
会等への講師派遣

勉強会等への講師
派遣

勉強会等の開催、講
師依頼

勉強会等の開催、講
師依頼

勉強会等の開催、講
師依頼

県食品安全推進室 ・講師として職員を派遣 ・須玉町女性団体連絡協議会など11団
体からの依頼により講師として職員を派
遣

2 ・引き続き実施 ・講師として職員を派遣 ★

栄養士、調理師、食生
活改善推進員等に対す
る研修会の実施

研修会の開催 研修会への参加 研修会への参加 研修会への参加 県健康増進課 ・県・各保健所において研修会の
開催

・栄養士への研修：32回、821人
・食生活改善推進員への研修：38回、
3,284人
・調理師への研修：15回、493人

2 ・引き続き実施 ・県：１回、
・各保健所：１～２回

★

商品テスト教室、出前
講座等による正しい知
識の普及啓発

指導啓発 講習会への参加、知
識の修得

県消費生活センター ・食品に関する商品テスト教室、
出前講座の開催

・商品テスト教室
　　　　３回、29人
・出前講座
　　　　26回、1,146人

2 ・引き続き実施 ・食品に関する商品ﾃｽﾄ
（出前講座）の開催

★

2・研修会等の開催

・第19回山梨消費者のつどいの
開催（消団連）

関　係　者　の　役　割

各種イベントによる普
及・啓発の実施

a イベント等の開催

取り組み（事業） Ｈ１６実績
分類 内容

今後の方針

★・研修会等の開催

・第19回山梨消費者のつどいの開催（７
月17日、消団連）

・消費者デーの実施（２月20日、甲府市
消費者友の会）

2 ・引き続き実施 ・第20回山梨消費者の
つどいの開催（７月９
日、消団連）
・消費生活展の実施（甲
府市消費者友の会）

・食の安心・安全を語る会の開催
　　（12月３日、１月13日）
・食の安全・安心を考えるフォーラムの
開催（２月23日）
・食の安全・安心推進大会の開催（９月
13日）
・食の安全・安心交流ツアーの開催
　　（５回）

・引き続き実施

・第19回山梨消費者のつどいの開催（７
月17日、消団連）

2 ・引き続き実施 ・第20回山梨消費者の
つどいの開催（７月９
日、消団連）

関係部署 Ｈ１６実施計画

・第19回山梨消費者のつどいの
開催（消団連）

・消費者啓発イベントの実施（甲
府市消費者友の会）

消費者団体

県食品安全推進室

消費者団体

ｂ 研修会等の開催 食の安全・安心に関す
る研修会等の開催

内　容

県食品安全推進室

21／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

パンフレット等の啓発資
料の作成、配布

普及啓発 学習 学習 学習 ・啓発資料の作成・配布 ・リーフレット「乾燥果実の表示につい
て」作成。関係事業者への説明会実施
（２月７日）
・食品表示ハンドブック（全国自治ネット
ワーク版）作成協力

2 ・引き続き実施 ・食品表示啓発ポスター
の作成、配布。

情報の提供 情報の発信 情報の発信 情報の収集

情報の収集 情報の収集

広報媒体による情報提
供

・県の広報媒体への情報提供 ・Ｉ　ＬＯＶＥ　山梨（ＹＢＳラジオ）
　「食の安全を考える」
・Ｉｔ’ｓ　山梨（ＵＴＹ）
　「安心して美味しいものを食べたい！」
・県政番組（ＣＡＴＶ）
　「食の安全を考えよう」

2 ・引き続き実施 ・県の広報媒体への情
報提供

情報誌による情報提供 ・かいじ号の発行（年６回） ・消費生活情報誌「かいじ号」を年６回
発行
　５月：農薬適正使用の取り組みなど
　７月：食中毒防止など
　９月：地産地消など
　11月：牛肉のﾄﾚｰｻﾋ゙ﾘﾃｨｼｽﾃﾑなど
　１月：ごはんの豆知識など
　３月：食品表示（生鮮食品）など

2 ・引き続き発行 ・かいじ号の発行（年６
回）

★

生産者、事業者による
情報発信の促進

・食の安全・安心情報ネットワー
クの試行実施

・県庁ホームページのバリアフリー化等
により未実施

2 ・引き続き実施 ・食の安全・安心情報
ネットワークの試行実施

ホームページによる情
報提供

（食品安全推進室）
・食品安全推進室のホームページへの
アクセス件数　　　　　約7,500件
（農政事務所等）
・農政事務所ホームページの充実

2 （食品安全推進室）
・引き続き実施

（農政事務所等）
・引き続き実施
適時、適切な情報の提
供

（食品安全推進室）
・ホームページの更新

（農政事務所等）
・消費者相談内容・消費
者の部屋紹介の掲載、
本省消費者の部屋への
リンク

（食品安全推進室）
・ホームページの作成、更新

（農政事務所、統計・情報セ）
・農林水産行政及び食の安全・
安心の情報提供

県食品安全推進室c 啓発資料の作成、
ホームページの活用
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（３）－ア－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、市町村 畜産農家、特用林産

協会等、ＪＡ中央会
等

県牛乳普及協会、乳
業者、県畜産協会

学校関係者、児童・
生徒、父兄

計画概要

児童・生徒・先生等の
牧場等への視察の実
施

実施の支援 視察の受け入れ 事業の実施、視察の
受け入れ

視察への参加 ・児童・生徒が生産牧場や乳製
品工場等見学を行う。

・小中学校等１２校が県立八ヶ岳牧場、
キープ自然学校や乳製品工場の見学を
行った。（12回、900人参加、累計 3,320
人）

2 ・引き続き実施 ・児童。生徒が生産牧場
や乳製品工場等の見学
を行う。

★

※牧場探検隊の開催 事業の推進指導 農家での作業体験
の受け入れ

事業の実施 事業への参加 ・８月に畜産体験交流事業（牧場
探検隊）を開催する。

・乳製品加工体験、生産農場見学等の
内容で開催した。
　　日時：８月１～３日　県内 41名参加

2 ・引き続き実施 ・畜産体験交流事業（牧
場探検隊）を開催する。

事業の実施・支援 農産物の供給 安全な食品供給へ
の理解促進

参加

参加者への理解促
進

消費者との交流 学習会等の指導

栽培指導

事業の実施に向け
た調整、連携

農業体験、加工体験
の受け入れ

事業への協力 事業への参加

見学施設の提供

交流への協力

食の安全・安心交流ツ
アーの開催

ツアーの開催 ツアーへの協力 ツアーへの協力 ツアーへの参加 県食品安全推進室 ・食の安全・安心推進月間を中心
に各地域振興局単位で実施
　対象者：消費者、食品関連事業
者
　内　容
　　①生産（製造）・流通現場視
察、体験
　　②参加者による意見交換会
等

・交流ツアーの実施（５回、２０１人）
　峡中：８月25日
　　　　オギノ生鮮センター他　32人
　峡東：９月29日
　　　　野菜生産農家他　47人
　峡南：９月29日
　　　　肉用牛農家他　39人
　峡北：９月２日
　　　　野菜生産農家他　48人
　富士北麓・東部：１月19日
　　　　養鶏農家他　35人

2 ・従来の交流ツアーを引
き続き実施するととも
に、新規に小学生とその
保護者を対象とした「食
の安全・安心調べ隊」を
実施

・交流ツアー
　食の安全・安心推進月
間を中心に各地域振興
局単位で実施
　対象者：消費者、食品
関連事業者　約40名×
５回
・調べ隊
　夏休み期間中に実施
　対象者：小学生（４年
生以上）とその保護者
20組40名×１回
内　容
　①生産（製造）・流通
現場視察、体験
　②参加者による意見
交換会等

★

食を語る集いの開催 集いの開催 集いへの参加 集いへの参加 集いへの参加 県食品安全推進室 ・食を語る集いの開催 ・食を語る集いの開催（食の安全・安心
を語る会と併せて開催）
　１月13日　ベルクラシック甲府
　参加者：200人

3 ・食の安全・安心を語る
会に統合

生産者と消費者のコ
ミュニケーションの促進

シンポジウム、意見
交換会の開催

シンポジウム、意見
交換会への参加

ＪＡ中央会 ・消費者との意見交換会の開催
並びに各種シンポジウムへの対
応
・本県農業の状況、農業の役割
について情報の提供

・消費者交流会への対応(パネリスト、情
報提供、講師対応)　　３回
・総合学習への講師対応（１回）や子ど
も農業新聞（年１回、３月７日発行）によ
る情報の提供

2 ・生産者の取組、農業の
多面的機能等消費者・
子どもたちに向け情報を
発信

・シンポジウムの開催
・情報の提供
・各種講演会等への対
応

※きのこ・山菜料理教
室等の開催

料理教室・講習会の
広報、支援

料理教室・講習会の
開催

料理教室・講習会へ
の参加

※県林業振興課 ・県が県特用林産協会に委託し、
消費拡大のための料理教室を実
施

・料理教室の実施
　　２箇所（峡中管内、峡北管内）

2 ・各地域の交流拠点を
活用し、調理法の紹介、
試食イベントなどを開催

・県内３箇所で計画

事業の実施・支援 農産物の供給 安全な食品供給へ
の理解促進

参加

参加者への理解促
進

消費者との交流

Ｈ１６実績

・増穂町で安全・安心にこだわった地域
食材を用いた隣町の郷土料理「みみ」づ
くり体験をした（５月12日、 参加者：31
名）
・増穂町内の小学生等が、清里「清泉
寮」で開催された「キープ自然学校の夏
体験学習」に参加し、搾乳やバターづく
りを学んだ（８月31日、 参加者：31名）
・増穂町内の学校農園等で野菜等の栽
培体験を行った。環境に優しい栽培技
術についても学習した（６～11月　30回
実施　参加者：延べ930名）。

・農業・農村体験隊　８月18日に開催、
参加者67名
・農業探検隊　　８月21日、10月23日に
開催、参加者 63名

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割
分類 内容

備考今後の方針

2 ・引き続き実施 ・地域の食材や食品の
生産・流通段階におけ
る安全性の確保、地域
食文化の維持や地域産
物の活用に積極的に取
り組んでいる現場の見
学、体験学習会を開催
する。

2 ・同様な取り組みを実施
する。

・農業・農村体験隊、農
村体験隊の開催

・増穂町において地域特産の「ゆず」を
用いた親子料理教室を開催した（11月
27日、参加者：20組52名）。

2 ・引き続き実施 ・地域特産を用いた親
子料理教室を開催す
る。

※県農政総務課

関係部署

・農業・農村体験隊の開催、農業
体験隊の開催

・子供の頃から「食」について関
心を持ち、自ら考える習慣を身に
つけさせることを目的に、地域の
農産物を食材とした料理教室を
開催する。

・地域農産物や食品産業の見
学・作業体験を通じて食料生産
過程や食の安全について理解促
進を図る。

Ｈ１６実施計画

県畜産課

※食の見学、体験学習
会の開催

※あぐり探検隊交流事
業の実施

a 生産・製造現場の
見学会・交流会の開
催

b 食を通した交流会
の開催

※親子料理教室の開
催

※県農政総務課

※県農業技術課
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（３）－イ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、市町村 農家、ＪＡ、地産地消

サポーター、林業協
業体、森林組合、特
用林産協会、県畜産
協会

流通・販売業者、地
産地消サポーター、
食の匠協同組合

地産地消サポー
ター、給食関係者、
主婦、消費者団体、
栄養士会、食生活改
善推進員連絡協議
会、調理師会等

計画概要

普及・宣伝、 生産振興対策 域内流通拡大対策 料理教室等の開催

生産流通の仕組み
づくり

県産食材を利用した
料理の研究

県産食材への理解

推進会議の設置 会議への参加 会議への参加 会議への参加

推進策の検討 意見の提出 意見の提出 意見の提出

地産地消サポーター制
度の創設

制度の創設、募集 サポーターへの参加 サポーターへの参加 サポーターへの参加 県果樹食品流通課
食改推連絡協議会

・地産地消の一層の推進を図る
ため、サポーターの登録を拡大
し、また、サポーター相互の連携
を深め、その活動を推進していく
ため研修会を開催。

・サポーター数（H16年度末）
　263名（生産者21名、流通関係者211
名、消費者31名）
・サポーター研修会
　開催日　　　H16.10.26
　開催場所　道の駅　はくしゅう

2 ・引き続きサポーターの
登録を拡大

・サポーター研修会の開
催

★

フォーラムの開催 フォーラムの開催 フォーラムへの参加 フォーラムへの参加 フォーラムへの参加 県果樹食品流通課 ・地産地消を県民運動として推進
していくため、各地域の地産地消
の優良事例について表彰し、地
産地消推進大会において、事例
発表と表彰式を行う。

・食のやまなし地産地消推進大会の開
催
　開催日　　　２月18日
　開催場所　県立文学館（270人参加）
　内容　県内７団体の表彰
　　　　　地産地消講演会

2 ・引き続き推進大会を開
催し、広く地産地消の普
及啓発を図る。

・食のやまなし地産地消
推進大会を開催し、優
良事例の表彰、事例発
表、講演会を開催

※米消費拡大総合対
策の推進

団体の活動支援 米消費拡大ＰＲ活動
の展開

食育の実施 ※県花き農水産課 ・米まつりの実施
・親子お米フォーラムの実施

・お米まつりの実施（10月16、17日）
・親子お米フォーラムの実施（12月19
日、　　680人）

2 ・食育教育の一環として
幅広い取り組みを行う。

・米まつりの実施

整備に対する指導、
支援

農産物の生産 域内流通の確立 農産物の消費、評価

直売施設等の整備 直売施設等の整備

ニーズ調査 調査への協力

c 山の幸特産品づくり
事業

地域資源を活かした特
用林産物の開発、普及

山菜(ｳｺｷ ､゙ﾓｼ ｼ゙ ｶ゙゙
ｻ、ｳﾜﾊ゙ﾐｿｳ)の栽培
方法の確立

実証栽培 県林業振興課 ・栽培環境の整備、販売方法の
検討

・畑地整備、苗植え付け、地元イベント
等での試験販売

2 ・収穫、増殖、新たな加
工法の研究

・簡易な増殖法等の研
修会の実施

d 特用林産需要拡大
の推進

きのこ・山菜料理教室
の開催

料理教室の広報、支
援

教室の開催 教室への参加 県林業振興課 ・県が県特用林産協会に委託し、
消費拡大のための料理教室を実
施

・料理教室の実施
　　２箇所（峡中管内、峡北管内）

2 ・各地域の交流拠点を
活用し、調理法の紹介、
試食イベントなどを開催

・県内３箇所で計画 ★

e ※NPOや食育ボラ
ンティア、自主活動組
織との協働

※栄養関係団体と連携
した食育の実施

団体の活動支援 食育の実施 ※県健康増進課 ・県・保健所で食生活改善推進
への支援

・食生活改善推進員会への研修会の実
施
　　　　33回

2 ・引き続き実施していく ・県・保健所：１～２回研
修会の実施

・食の地産地消タイプ　　　24件
　　　　　　　　　62,531千円
・担い手の確保育成タイプ 10件
　　　　　　　　　32,589千円
・都市と農村の共生・対流タイプ　２件
　　　　　　　　　　5,250千円

・食のやまなし地産地消推進会議の開
催
　開催日　第１回　　７月16日
　　　　　　 第２回    ３月22日

・地産地消地域推進会議の開催
　各振興局　年２回　計10回　開催

　（県内市場における県産農産物占有
率　19％）

関　係　者　の　役　割

普及・宣伝、県産食材
の日の設定、食材カレ
ンダーの作成

地産地消推進会議の
設置

市町村、農協等が行う
ソフト及びハード整備に
対する支援

★

（果樹食品流通課）
のぼり旗、食材カレン
ダー等の既存の啓発資
材を活用し普及・宣伝活
動を行う

（甲斐食の匠）
・なす等をテーマに郷土
料理の研究開発を進め
る。

・各地域振興局で、地域
推進会議を開催。また、
給食への食材供給を検
討するための会議を地
域ごとに開催。

備考

（果樹食品流通課）
・食のやまなし地産地消レシピ集の作成
（Ｈ１７．３月）
　各地域の料理レシピをまとめ小・中学
校、サポーター、市町村等関係機関へ
配布

（甲斐食の匠協同組合）
県産農産物を使った郷土料理の研究開
発（年４回）
　H16.4   食酢で食品の変化を
  H16.8 　生麩をつかって
　H16.10 米を使って
　H17.2   茶懐石料理に使用する農産物
の研究

Ｈ１６実績 今後の方針
分類 内容

・県段階の推進会議は
H16年度で終了。

・各地域に置いて推進
会議を開催する。

・引き続き実施

１

2

（果樹食品流通課）
・のぼり旗、食材カレン
ダー等の既存の啓発資
材を活用し普及・宣伝活
動を行う

（甲斐食の匠）
・新しい県産食材を使
い、引き続き郷土料理
の開発研究に努めてい
く。

2

1

2

県果樹食品流通課

・地域特性を活かした農業・農村
の振興と地産地消を推進するた
めの施設・機械等の整備と地産
地消の組織育成を支援

県農村振興課

県果樹食品流通課
甲斐の匠協同組合

Ｈ１６実施計画

（果樹食品流通課）
・地域の食材を使った料理のレシ
ピ集を作成し、関係機関に配布。

（甲斐食の匠協同組合）
・県産農産物を使った郷土料理
の研究開発（年４回）
　　様々な食材を使用しながら、
県産物をどのように使用するか
研究開発する。

・地産地消推進会議を開催し、地
産地消の事業の提言をいただく
とともに、事業について検証を行
う。
　　構成：生産者団体、流通関係
者、消費者、観光関係者、教育
関係者等
・地域の特色を活かした地産地
消の取り組みを推進するため、
各地域振興局に地域の推進会
議を設置。

内　容

ｂ 旬のやまなし・地産
地消支援事業の推進

取り組み（事業）

a 県産農産物の地産
地消の推進

関係部署

・事業費
　　　250,000千円
　　　（4/10県費補助）
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

検討会への参加 検討会の開催 検討会への参加 検討会への参加

検討会への参加

研修会等の開催 研修会への参加 研修会の開催 研修会への参加 研修会への参加 ・研修会の開催
　　年１回　40名
　　流通段階でのトレーサビリティ
・現地検討会の開催
　　年１回　30名
　　農場視察（敷島、田富）

・研修会の開催
　　２月18日　18名（甲府市）
　　消費者が求める食肉の安全・安心へ
の対応
・現地検討会の開催
　　11月２日　15名
　　視察先：採卵鶏（甲斐市）
　　　　　　　　肉用牛（甲斐市）
　　　　　　　　養豚（田富町）

2 ・引き続き実施 ・研修会の開催
　　年１回　50名
・現地検討会の開催
　　年１回　30名

・検討委員会の開催
　　第１回　７月29日　21名（甲府市）
　　第２回　３月15日　18名（甲府市）

・引き続き実施2県域検討会の開催f 畜産物安全・安定供
給相互理解体制推進
事業

・検討委員会の開催
　　年２回　７月、２月

・検討委員会の開催
　　年２回　７月、２月

（社）山梨県畜産協会
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（３）－イ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国、市町村 酪農家、稲作農家、

ＪＡ中央会
製造・流通業者
県牛乳普及協会、乳
業者

学校給食施設、学校
設置者

計画概要

学校給食用牛乳の供
給

事業実施主体への
指導

生乳の安定供給 学校給食用牛乳の
安定供給

制度の利用、給食の
実施

・学校給食用牛乳の供給
　　県内小・中学校等へ約1,700
万本

・学校給食用牛乳を供給した。
　　　児童・生徒数　約９万人
　　　供給本数　約1,700万本

2 ・引き続き実施 ・県内小・中学校へ約
1,700万本供給する

★

学校給食用牛乳関係
合理化施設機器整備

合理化施設機器整
備支援

・牛乳供給合理化のため学校に
おいて保冷庫等を整備する。

・県内４校に保冷庫の整備を行った。
　　機器整備学校累計割合　　10％

2 ・引き続き実施 ・牛乳供給合理化のた
め学校において保冷庫
等を整備する。

★

米飯学校給食における
給食用食器の購入支
援

食器購入支援 安全・安心な米の生
産、提供

県産米の円滑な流
通

制度の利用、米飯給
食の実施

・米飯学校給食食器等購入支援
事業の実施

・米飯学校給食食器等購入支援事業の
実施：韮崎西中学校他

1

米などの地域で生産さ
れた農産物を活用した
給食メニューの研究支
援

事業の支援 ・米飯学校給食・地産地消推進
事業の実施
・学校給食研究協議会への助成

・米飯学校給食・地産地消推進事業の
実施
・学校給食研究協議会への助成
　　　11ブロック協議会への助成

1

県産米を原料とした米
粉パンの導入支援

導入支援 ・学校給食米粉パン試作検討会
の開催
・お米料理教室の実施（米粉パン
料理）

・学校給食米粉パン試作検討会の開催
（８月10日）参加者：45名
・お米料理教室の実施（１月29日）
参加者：親子48組

1

米飯学校給食用機器
等の整備への支援

学校給食用炊飯機
器等の贈呈

ＪＡ中央会
市町村

（ＪＡ中央会）
・米飯学校給食用機器等の贈呈

（ＪＡ中央会）
・学校給食用炊飯器の贈呈
　　　鰍沢小学校

2 （ＪＡ中央会）
・引き続き実施し
　贈呈を通じ食育に役立
てるとともに、米の消費
拡大に取り組む。

（ＪＡ中央会）
・米消費拡大、食育につ
ながる資材の提供

県産農畜水産物を使用
した学校給食

学校給食週間を中
心とした取り組み推
進

県産農畜水産物の
使用

県スポーツ健康課
市町村

・県内産の食材を利用したメ
ニューを実施する。
・郷土料理を献立に入れ、歴史に
ついて学習する。
・県内産の食材・郷土料理等に
ついて給食時間に指導する。

・県内産の食材を利用したメニューを全
給食実施校で実施した。
・郷土料理を献立に入れ、歴史につい
て指導した。
・県内産の食材について学習した。

2 ・１６年度事業に加え
て、給食だより等で、保
護者等にも地産地消を
推進する。

・１６年度事業に加え
て、給食だより等で、保
護者等にも地産地消を
推進する。

★

推進会議の設置 会議への参加 会議への参加 会議への参加

推進策の検討 意見の提出 意見の提出 意見の提出

・国庫補助事業の廃止
に伴い廃止

・今後は、国や農業団体
が行う米消費拡大対策
と連動し、学校給食会
や市町村と連携を密に
し、県産米を使った米飯
学校給食の推進を図
る。

★

Ｈ１６実績

・食のやまなし地産地消推進会議の開
催
　開催日　第１回　　７月16日
　　　　　　 第２回    ３月22日
・地産地消地域推進会議の開催
　各振興局　年２回　計10回　開催

1

2

・県段階の推進会議は
H16年度で終了

・各地域に置いて推進
会議を開催する

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割
分類 内容

備考今後の方針

・各地域振興局で、地域
推進会議を開催。また、
給食への食材供給を検
討するための会議を地
域ごとに開催

・地産地消推進会議を開催し、地
産地消の事業の提言をいただく
とともに、事業について検証を行
う。
　　構成：生産者団体、流通関係
者、消費者、観光関係者、教育
関係者等
・地域の特色を活かした地産地
消の取り組みを推進するため、
各地域振興局に地域の推進会
議を設置。

県畜産課
市町村

関係部署 Ｈ１６実施計画

※地産地消推進会議
の設置

a 学校給食等におけ
る地域の農畜水産物
の活用

県花き農水産課
市町村

※県果樹食品流通課
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（３）－ウ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国、市町村 農家 県畜産協会、県・市

町村等学校給食施
設、学校設置者・教
員等

県内親子、児童生
徒、保護者、栄養士
会

計画概要

研修会等の実施 研修会等への参加 研修会等の実施

児童生徒、保護者等
に対する指導

試食会、説明会等の
実施

参加

情報交換の実施

「たより」等の作成・
配布

牧場探検隊の開催 事業の推進指導 農家での作業体験
の受け入れ

事業の実施 事業への参加 県畜産課 ・８月に畜産体験交流事業（牧場
探検隊）を開催する。

・乳製品加工体験、生産農場見学等の
内容で開催した。
　　日時：８月１～３日　県内４１名参加

2 ・引き続き実施。 ・畜産体験交流事業（牧
場探検隊）を開催する。

★

事業の実施に向け
た調整、連携

農業体験、加工体験
の受け入れ

事業への協力 事業への参加

見学施設の提供

交流への協力

小中学校教育推進地
区活動事業の実施

学校農園等の指導 事業への協力 事業への参加

食育の実施

農作業体験指導者
研修会の実施

研修会の受講

児童生徒への指導

※児童・生徒・先生等
の牧場等への視察の
実施

実施の支援 視察の受け入れ 事業の実施、視察の
受け入れ

視察への参加 ※県畜産課 ・児童・生徒が生産牧場や乳製
品工場等見学を行う。

・小学校・中学校等12校が県立八ヶ岳
牧場、キープ自然学校や乳製品工場の
見学を行った。

2 ・引き続き実施 ・児童。生徒が生産牧場
や乳製品工場等の見学
を行う。

事業の実施・支援 農産物の供給 安全な食品供給へ
の理解促進

参加

参加者への理解促
進

消費者との交流 学習会等の指導

栽培指導

出張講座の実施 講座の依頼 講座の依頼 講座の依頼

講座への参加 講座への参加 講座への参加

関　係　者　の　役　割

・食育出張講座実施（一部栄養士会等
の協力を得ながら実施）
　　　幼稚園・学校　28回
　　　　　　　　　　　（内父兄同席９回）
　　　一般　35回　　　　　　　計63回

2 ・引き続き実施

・各種研修会の開催
　　①１１名×計15日実施
　　②５名×計６日実施
　　③５月29日・８月17日１,500名参加
　　④６月８日１30名参加
　　⑤６月３日500名参加
　　⑥７月13日120名参加
　　⑦１月22日800名参加

2 ・学校給食の栄養管理・
衛生管理の充実と学校
における食の指導の推
進を目指し、引き続き実
施

・食育推進ボランティア
を活用し、連携しながら
実施

c ※食育出張講座の
実施

※食育出張講座の実
施

b 農業体験学習の推
進

取り組み（事業）

学校給食関係者に対す
る食に関する研修会等
の実施

児童生徒、保護者等に
対する食教育

内　容

あぐり探検隊交流事業
の実施

※食の見学、体験学習
会の開催

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

★・研修会の実施
　①新採用学校栄養職
員職員研修
　②学校栄養職員経験
者研修
　③栄養・衛生管理講習
会
　④学校栄養職員研修
会
　⑤給食主任研修会
　⑥調理実技講習会
　⑦学校給食大会

（各市町村）
・試食会、説明会等の実施
・「たより」等の作成配布

2 ・引き続き実施 （各市町村）
・試食会、説明会等の実
施
・「たより」等の作成配布

・農業・農村体験隊　８月18日に開催、
参加者 67名
・農業探検隊　　８月21日、10月23日に
開催、参加者 63名

2 ・同様な取り組みを実施
する。

・農業・農村体験隊、農
村体験隊の開催

・小学校　７校、中学校　１校、678児童
生徒に作物づくり等を実施
・学校教員に対し、研修会実施
　　７人参加

2 ・引き続き実施 ・対象校を変え学校農
園を実施（作物づくり体
験）
・学校教員への野菜づく
り体験

・増穂町で安全・安心にこだわった地域
食材を用いた隣町の郷土料理「みみ」づ
くり体験をした（５月12日、参加者：31
名）
・増穂町内の小学生等が、清里「清泉
寮」で開催された「キープ自然学校の夏
体験学習」に参加し、搾乳やバターづく
りを学んだ（８月31日、参加者：31名）
・増穂町内の学校農園等で野菜等の栽
培体験を行った。環境に優しい栽培技
術についても学習した（６～11月　30回
実施　参加者：延べ930名）。

・引き続き実施2 ・地域の食材や食品の
生産・流通段階におけ
る安全性の確保、地域
食文化の維持や地域産
物の活用に積極的に取
り組んでいる現場の見
学、体験学習会を開催
する。

・小中学校での学校農園の実施
・小中学校教員への農業体験学
習の実施

・地域農産物や食品産業の見
学・作業体験を通じて食料生産
過程や食の安全について理解促
進を図る。

・父兄を取り込んでの食育出張
講座の推進。
　　　　　年50回以上実施

・研修会の実施
　①新採用学校栄養職員職員研
修
　②学校栄養職員経験者研修
　③栄養・衛生管理講習会
　④学校栄養職員研修会
　⑤給食主任研修会
　⑥調理実技講習会
　⑦学校給食大会

県スポーツ健康課

（各市町村）
・試食会、説明会等の実施
・「給食だより」等の作成配布

・農業・農村体験隊の開催、農業
体験隊の開催

関係部署 Ｈ１６実施計画

a 研修会等の開催

県農業技術課

県農業技術課

※農政事務所
※統計・情報センター

※県農政総務課
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（３）－ウ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、市町村、国 農産物の販売を行う

生産者、食育ボラン
ティア

製造・加工、卸・販売
業者、給食施設、食
育ボランティア

一般消費者、親子、
消費者団体、食育ボ
ランティア、栄養士
会、食生活改善推進
員連絡協議会、調理
師会等

計画概要

協議会の設置、運営 協議会への参加 協議会への参加 協議会への参加

地域農産物に関す
る指導

食品安全対策への
理解促

食育の実践

食育ボランティアの育
成

講習会等の実施、育
成

活動 活動 活動 ・食生活改善推進員、農業者等
を食育推進ボランティアとして登
録するとともに、その育成を図
る。

・「山梨県食生活改善推進員連絡協議
会（会長：野口富美子、構成員：4,868
名）」１団体を食育推進ボランティアに位
置付けるとともに、「ボランティア活動の
手引き」の作成（H17.３月）、講演会の開
催（２月２日）などによりその育成を図っ
た。

2 ・食育推進ボランティア
の登録と育成を進める。

・農業者等を食育推進
ボランティアとして登録
するとともに、資質向上
のため、研究会への派
遣、講演会の開催等を
行う。

★

親子料理教室の開催 事業の実施・支援 農産物の供給 安全な食品供給へ
の理解促進

参加 ・子供の頃から「食」について関
心を持ち、自ら考える習慣を身に
つけさせることを目的に、地域の
農産物を食材とした料理教室を
開催する。

・増穂町において地域特産の「ゆず」を
用いた親子料理教室を開催した（11月
27日、参加者：20組52名）。

2 ・引き続き実施 ・地域特産を用いた親
子料理教室を開催す
る。

参加者への理解促
進

消費者との交流 学習会等の指導

栽培指導

食育学習活動等支援
の実施

地域農産物の給食
利用と食育の推進

農産物の提供 流通面の支援、理解 地産地消への理解 ・地域で生産された農産物を材
料にした給食メニューづくりを通
じ、地元食材への理解促進を図
る。

・増穂町内のほ場や小学校の学校農園
で生産された農産物を材料にした給食
メニューの充実を図り、地元食材への理
解促進を図った（６月16日、11月15日、
２月16日の３回開催、参加者延べ66
名）。

2 ・引き続き実施 ・地域のほ場や地域内
学校農園で生産された
農産物を材料にした給
食メニューを検討し、地
元食材への理解促進を
図る。

地域朝市・夕市交流会
の開催

各種取り組みへの
理解促進

農産物の供給 Ｈ１６実施計画なし Ｈ１６実績なし 2 ・地域で生産される農産
物等への相互理解と意
識の醸成を図り、それら
食材を用いた郷土食の
魅力などについての理
解促進を図る。

・地元で生産した農産物
を朝市で販売する。その
際、食育推進ボランティ
アが農産物の紹介と併
せ、地域の食材の良さ
をＰＲし、「食育」、「ス
ローフード」を推進する。

情報の発信 情報提供 情報提供 ・地域農産物の紹介や、学校、地
域における地産地消の取り組み
などをＰＲすることで食への関心
を高める。

・増穂町内の小学校において、学校便り
を発行し、「食育」等に係る体験学習の
取組内容等を広くＰＲすることにより、学
校と地域が一体となって現在の「食生
活」を見つめ直すきっかけとなった（５回
（５月17日、６月16日、７月12日、12月１
日、２月16日、発行部数：750部）。

2 ・引き続き実施 ・子供や消費者を対象
に地域で穫れた農産物
を利用した勉強会の開
催や展示等により情報
を発信する。

情報提供 ネットワーク参加に
よる情報提供、連携
活動

ネットワーク参加に
よる情報提供、連携
活動

ネットワーク参加に
よる情報提供、連携
活動

連携活動の実施 食育の実践

広報活動の実施

Ｈ１６実績
分類 内容

備考今後の方針

・増穂町で安全・安心にこだわった地域
食材を用いた隣町の郷土料理「みみ」づ
くり体験をした（５月12日、参加者：31
名）
・増穂町内の小学生等が、清里「清泉
寮」で開催された「キープ自然学校の夏
体験学習」に参加し、搾乳やバターづく
りを学んだ（H16.8/31 参加者：31名）
・増穂町内の学校農園等で野菜等の栽
培体験を行った。環境に優しい栽培技
術についても学習した（H16.6～11月
30回実施　参加者：延べ930名）。

2

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

・引き続き実施 ・地域の食材や食品の
生産・流通段階におけ
る安全性の確保、地域
食文化の維持や地域産
物の活用に積極的に取
り組んでいる現場の見
学、体験学習会を開催
する。

・５地域に協議会を設置し、地域の特色
を活かした食育を推進した。

2 ・協議会を設置し、地域
の特色を活かした食育
を推進する。

・５地域で推進協議会を
設置し、地域における食
育の推進方策を検討
し、推進する。

・ネットワーク参加団体からの情報提供
を受け、毎月初めに食育推進予定表を
配布。
・食育実践現地検討会の実施（９月２８
日）
・食育活動に関する相互の情報交換等
の側面的支援。

2 ・引き続き実施
食育推進実施者として
の体制づくり

・ネットワーク参加によ
る情報提供
・生産者から消費者まで
の交流事業の実施

Ｈ１６実施計画

地域推進協議会の開
催

食の見学、体験学習会
の開催

ネットワークによる情報
提供活動の実施

a 食育実践地域活動
支援事業

b 食育推進ネットワー
ク事業

関係部署

農政事務所
統計・情報センター

県農政総務課 ・振興局単位で推進協議会を設
置し、地域における食育の推進
方策を検討し、推進する。

・地域農産物や食品産業の見
学・作業体験を通じて食料生産
過程や食の安全について理解促
進を図る。

・ネットワーク参加に対する情報
提供、連携活動
・食育の推進

28／33
★は、目標設定項目



別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

出張講座の実施 講座の依頼 講座の依頼 講座の依頼

講座への参加 講座への参加 講座への参加

d ※特定給食施設に
対する監視指導の実
施

※給食施設への個別
指導、集団指導の実施

指導助言の実施 適切な栄養衛生管
理

県健康増進課 ・各保健所で特定給食施設の
30％以上の指導・助言の実施

・指導・助言の実施
　　341施設中 180件（52.8％）

2 ・さらに取り組みを推進
していく

・各保健所で40％以上
の指導・助言の実施
各保健所：１～２回特定
給食施設研修会の実施
随時：立入、巡回指導の
実施

食育実施への支援 講習会、栄養相談等
の実施

参加

※栄養士、調理師、食
生活改善推進員等に
対する研修会の実施

研修会の開催 研修会への参加 研修会への参加 研修会への参加 ※県健康増進課 ・県・各保健所において研修会の
開催

・栄養士への研修：32回、821人
・食生活改善推進員への研修：38回、
3,284人
・調理師への研修：15回、493人

2 ・引き続き実施 ・県：１回、
・各保健所：１～２回

f ※NPOや食育ボラ
ンティア、自主活動組
織との協働

※栄養関係団体と連携
した食育の実施

団体の活動支援 食育の実施 ※県健康増進課 ・県・保健所で食生活改善推進
への支援

・食生活改善推進員会への研修会の実
施
　　　　38回

2 ・引き続き実施 ・県・保健所：１～２回研
修会の実施

・食育出張講座実施（一部栄養士会等
の協力を得ながら実施）
　　　幼稚園・学校　28回
　　　　　　　　　　　（内父兄同席９回）
　　　一般　35回　　　　　　　計63回

2 ・引き続き実施 ★・食育推進ボランティア
を活用し、連携しながら
実施

（健康増進課）
・県・保健所：食生活改善推進への食育
の講習会開催、保育所等食育支援
・栄養士会：児童館で食育・栄養相談実
施（13回、315人参加）
・食生活改善推進員会：親子の料理教
室の実施（61回、1,475人参加）

2 ・引き続き実施 （健康増進課）
・県：１回、
・各保健所：１～２回
・栄養士会：12回
・食生活改善推進員会：
29回

親子への食育の推進

c 食育出張講座の実
施

食育出張講座の実施

e 講習会、栄養相談
等の実施

農政事務所
統計・情報センター

県健康増進課
栄養士会
食改推連絡協議会

・父兄を取り込んでの食育出張
講座の推進。
　　　　　年50回以上実施

（健康増進課）
・県、各保健所単位で講習会・相
談の実施
・栄養士会：児童館で食育・栄養
相談の実施
・食生活改善推進員会が親子の
料理教室の実施
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（４）－ア－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県 計画概要

a 山梨県食品安全対
策本部の運営

食品安全対策本部の
運営

対策本部の運営 県食品安全推進室 ・山梨県食品安全対策本部の開
催

・未実施 2 ・引き続き実施 ・必要に応じて開催

b 山梨県食品安全推
進会議の運営

食品安全推進会議の
運営

推進会議の運営 県食品安全推進室 ・山梨県食品安全推進会議の開
催

・未実施 2 ・引き続き実施 ・必要に応じて開催

県食品安全推進室 2 ・引き続き実施峡中地域食品安全推進会議
①会議
　　４月14日　県民会館
②地域品表示合同調査の実施
　　第１回　６月28日
　　第２回　７月15日
　　第３回　10月26日
　　第４回　１月14日
③交流ツアーの実施
　　８月25日
峡東地域食品安全推進会議
①会議
　　第１回　７月６日　　東山梨合庁
　　第２回　８月30日 　東山梨合庁
　　第３回　３月11日 　東山梨合庁
②地域品表示合同調査の実施
　　第１回　８月４日
　　第２回　11月29日
　　第３回　２月24日
③交流ツアーの実施
　　９月29日
峡南地域食品安全推進会議
 ①会議
　　第１回　４月12日 　南巨摩合庁
　　第２回　７月27日 　南巨摩合庁
　　第３回　12月22日　南巨摩合庁
 ②食品表示合同調査の実施
　　第１回　６月４日
　　第２回　８月27日
　　第３回　11月８日
　　第４回　２月９日
 ③交流ツアーの実施
　　９月29日
峡北地域食品安全推進会議
①会議
　　７月５日　北巨摩合庁
②食品表示合同調査の実施
　　第１回　７月28日
　　第２回　８月４日
　　第３回　３月11日
③交流ツアーの実施
　　９月２日
富士北麓・東部地域食品安全推進会議
①会議
　　11月24日　南都留合庁
②食品表示合同調査の実施
　　第１回　12月24日
　　第２回　２月21日
③交流ツアーの実施
　　１月19日

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

c 地域食品安全推進
会議の運営

地域食品安全推進会
議の運営

推進会議の運営

分類 内容
備考今後の方針

・会議の開催
・地域食品合同調査の
実施
・食の安全・安心交流ツ
アーの開催

関係部署

・会議の開催
・地域食品合同調査の実施
・食の安全・安心交流ツアーの開
催

Ｈ１６実績Ｈ１６実施計画
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（４）－イ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国、市町村 会議委員、全ての生

産者
会議委員、全ての事
業者

会議委員、全ての消
費者

計画概要

a 山梨県食品安全会
議の運営

食品安全会議の運営 会議の運営 会議での意見・情報
交換

会議での意見・情報
交換

会議での意見・情報
交換

県食品安全推進室 ・委員の委嘱（15人）
・会議の開催（年３回）

・委員の委嘱（15人）
・会議の開催（２回）
　　第１回：８月６日
　　　　　　　行動計画について
　　　　　　　県の取組み状況について
　　　　　　　食品表示制度について
　　第２回：12月17日
　　　　　　　食品のトレーサビリティに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ついて

2 ・引き続き実施 ・委員の委嘱
・会議の開催（年３回）

★

食の安全・安心行動計
画推進大会の開催

推進大会の開催 推進大会への参加 推進大会への参加 推進大会への参加 ・推進大会の開催
　　年１回
　　参加対象者：消費者、食品関
連事業者、行政職員
　　内容：優良団体表彰
　　　　　　事例発表等

・推進大会運営委員会の開催

・やまなし食の安全・安心推進大会
　　期日：９月13日（月）
　　場所：甲府市（ベルクラシック甲府）
　　内容：①やまなし食の安全・安心優
良団体表彰（３団体）
　　　　　　②食の安全・安心推進決意表
明（生産者、事業者、消費者）
　　　　　　③取り組み事例の発表：上記
被表彰団体の３団体の事例発表
　　参加者数：約280名

・推進大会運営委員会の開催
　第１回７月８日、第２回９月２日、第３
回10月21日

2 ・引き続き実施 ・年１回開催
　参加対象者：消費者、
食品関連事業者、行政
職員
　内容：優良団体表彰
　　　　　事例発表等

・推進大会運営委員会
の開催

食の安全・安心に関す
る情報・意見交換会の
開催

情報・意見交換会の
開催

情報・意見交換会へ
の参加

情報・意見交換会へ
の参加

情報・意見交換会へ
の参加

・食に関するリスクコミュニケー
ション（仮称）の開催（年３回）

・食の安全・安心を語る会の開催（２回）
　　①第１回「牛肉トレーサビリティ・シス
テムに関する情報・意見交換会」
    　12月３日、山梨県自治会館講堂
　　　(参加者130名)
　　②第２回「日本におけるＢＳＥ対策に
関する意見交換会」
      １月13日、ベルクラシック甲府
　　　（参加者200名）

2 ・引き続き実施 ・食の安全・安心を語る
会の開催（第３回）

★

食の安全・安心に関す
る情報ネットワークの構
築

ネットワークの構築 ネットワークへの参
加

ネットワークへの参
加

ネットワークへの参
加

・食の安全・安心情報ネットワー
クの試行実施

・県庁ホームページのバリアフリー化等
により未実施

2 ・引き続き実施 ・食の安全・安心情報
ネットワークの試行実施

ネットワークの構築 情報の利用 情報の利用 情報の利用

ネットワークへの参
加、情報の共有

・市町村情報ネットワーク会議
　　期日：６月29日
　　場所：ぴゅあ総合大研修室

・ネットワークによる情報の交流
　　参加市町村数　41
・メール配信等による情報提供

・引き続き実施2

Ｈ１６実績
分類 内容

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割 備考今後の方針

 ★・市町村情報ネットワー
クの推進

・市町村情報ネットワークの構築市町村ネットワークの
構築

b 県民ネットワークづ
くりの推進

県食品安全推進室

関係部署 Ｈ１６実施計画
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（４）－ウ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国 山梨県消費者団体

連絡協議会
計画概要

食品安全委員会との連
携、情報・意見交換の
実施

連携、情報・意見交
換の実施

（食品安全推進室）
・リスクコミュニケーションについ
ての連携、情報・意見交換の実
施

（消団連）
・リスクコミュニケーション登録団
体としての活動

（食品安全推進室）
・全国食品安全連絡会議への参加
　９月17日　東京都
・リスクコミュニケーション等の連携
①食の安全・安心を語る会の共催
「日本におけるＢＳＥ対策に関する意見
交換会」
　１月13日  ベルクラシック甲府
　　（参加者200名）
②フォーラムの講師要請
「食の安全・安心を考えるフォーラム」
　２月23日　県立文学館講堂
　講師　食品安全委員会専門調査会座
長

（消団連）
・意見交換会等への出席
　　（９月21日、10月29日、１月13日）
・パブリックコメント等の提出
　　「米国ＢＳＥについて万全の安全対
策を求める要請」
　　「食の安全リスクコミュニケーションに
関する意見」
　　「日本におけるＢＳＥ対策について
中間取りまとめについての意見」

2 ・引き続き実施 （食品安全推進室）
・リスクコミュニケーショ
ンについての連携、情
報・意見交換の実施

（消団連）
・「我が国におけるＢＳＥ
対策に係る食品健康影
響評価（案）に関する審
議結果（案）についての
意見」提出

関係機関との連携、情
報・意見交換の実施

連携、情報・意見交
換の実施

ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ登録
団体としての活動

（食品安全推進室）
・リスクコミュニケーションについ
ての連携、情報・意見交換の実
施

（消団連）
・リスクコミュニケーション登録団
体としての活動

（食品安全推進室）
・食の安全・安心を考えるフォーラムの
農政事務所との共催
　平成17年２月23日　県立文学館講堂

（消団連）
・意見交換会等への出席
　　（６月９日、８月18日、２月18日）
・パブリックコメント等の提出
　　「日本におけるＢＳＥ対策に関する意
見」
　　「ＢＳＥ対策に関する要請」

2 ・引き続き実施 （食品安全推進室）
・リスクコミュニケーショ
ンについての連携、情
報・意見交換の実施

（消団連）
・「ＯＩＥにおけるＢＳＥ
ルール改正に関する意
見交換会」等への出席

広域的、国際的な課題
についての国への要望

国への働きかけ （食品安全推進室）
・国へ要望等の提出

（消団連）
・リスクコミュニケーション登録団
体としての活動

（食品安全推進室）
・国への施策要望提出（５月、11月）

（消団連）
・パブリックコメント等の提出
　　「平成１７年度輸入食品監視指導計
画（案）」に対する意見
　　「食料・農業・農村基本計画（案）」に
関する意見
　　「遺伝子組み換え生物第１種使用規
程の承認」に関する意見

2 ・引き続き実施 ・国へ要望等の提出

関　係　者　の　役　割

a 国との連携、情報・
意見交換、働きかけ

Ｈ１６実績 備考
内容分類

今後の方針

県食品安全推進室

Ｈ１６実施計画関係部署内　容取り組み（事業）
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別添 １ 食の安全・安心行動計画実施状況（平成１６年度末） ＊　分類欄には、１：廃止、２：継続、３：その他　の別を記入してください。

（４）－ウ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県 計画概要

各種会議への出席 会議への出席 ・各種会議への出席 ・全国知事会都道府県職員研修事業へ
の参加（３月30日）

2 ・引き続き出席 ・各種会議への出席

全国食品安全自治ネッ
トワークへの参加

ネットワークへの参
加

・自治ネットワークへの参加 ・自治ネットワークへ参加し、他の都道
府県と意見・情報交換
　全国自治ネットワーク会議
　　　11月15日　都道府県会館
　食品表示ハンドブック作成委員会
　　　６月22、23日　群馬県
　　　11月15日　都道府県会館

2 ・引き続き参加 ・自治ネットワークへの
参加

インターネット、電話等
による情報・意見交換
の実施

情報・意見交換の実
施

・インターネット、電話等による情
報・意見交換

・インターネット、電話等による情報・意
見交換

2 ・引き続き実施 ・インターネット、電話等
による情報・意見交換

（４）－ウ－（ウ）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、市町村 計画概要

研修会等の開催 研修会等の開催、参
加

・研修会等の開催 ・市町村情報ネットワーク会議における
情報提供
・食の安全・安心を語る会の開催
・食の安全・安心を考えるフォーラムの
開催

2 ・引き続き実施 ・研修会等の開催

ネットワークの構築 情報の利用 情報の利用 情報の利用

ネットワークへの参
加、情報の共有

（４）－エ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者 うちＨ１７計画
県、国、市町村  参加・協力者  参加・協力者  参加・協力者、栄養

士、食生活改善推進
員連絡協議会、調理
師会等

計画概要

栄養関係団体と連携し
た食育の実施

団体の活動支援 食育の実施 県健康増進課 ・県・保健所で食生活改善推進
への支援

・食生活改善推進員会への研修会の実
施
　　　　38回
・地元産物を活用した健康のための料
理講習会（52回）
・幼児から高齢者を対象とした健康教
室・料理講習会（85回）

2 ・引き続き実施していく ・県・保健所：１～２回研
修会の実施

★

情報交換、組織間交
流、学習会等の活動支
援のための情報提供、
専門家の派遣

情報提供、専門家の
派遣

活動への参加・協力 活動への参加・協力 活動への参加・協力 県食品安全推進室 ・情報提供、講師の派遣 ・山梨県視覚障害者福祉協会学習会へ
の講師派遣
　　５月30日　山梨県ボランティアセン
ター

2 ・引き続き実施 ・情報提供、講師の派遣

関　係　者　の　役　割

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

備考

備考Ｈ１６実績
分類

Ｈ１６実績

Ｈ１６実績
分類 内容

・市町村情報ネットワーク会議の開催
　　　６月29日、ぴゅあ総合大研修室
・ネットワークによる情報の交流
・メール配信等による情報提供

今後の方針

関係部署 Ｈ１６実施計画

・市町村情報ネットワークの構築

県食品安全推進室

県食品安全推進室
市町村

Ｈ１６実施計画関係部署

Ｈ１６実施計画関係部署

分類 内容
備考

2 ・引き続き実施

今後の方針

・市町村情報ネットワー
クの推進

※市町村ネットワーク
の構築

内　容

a NPOや食育ボラン
ティア、自主活動組織
との協働

a 都道府県との連
携、情報・意見交換

a 市町村との連携、
情報・意見交換

取り組み（事業）

今後の方針
内容

33／33
★は、目標設定項目


